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１ 主な事業・取組の点検・評価（個別事業） 
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点検項目 掲載頁

4
横浜型小中一貫教育推進ブロックにおける取組 4
小中一貫型カウンセラーの配置 5
「横浜版学習指導要領」に関する取組 5
「小中一貫教育推進ブロック」への非常勤講師の配置 6
小中一貫校の設置 6
「小中一貫教育推進ブロック」での「キャリア教育実践推進校」の指定 7
学校と家庭・地域が連携した防災訓練の実施 7
「スーパーイングリッシュプログラム」の実施 8
「実用英語技能検定」等の外部指標の活用 8
「情報教育推進プログラム（仮称）」の策定 9

10
学校司書の配置 10
理科支援員の配置 10
横浜市学力・学習状況調査の実施と活用 11

12
道徳授業力向上推進校における研究の推進 12

各教科等との関連付けを明確化するための「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の改
訂

13

「人権教育実践推進校」における授業研究の実施 13
児童支援専任教諭の全小学校への配置 14
「子どもの社会的スキル横浜プログラム（Ｙ−Ｐ）」の教育課程等への位置付け 14
ハートフルルームの増設 15
フリースクール等と連携した登校支援のための協働事業の実施 15
「横浜市芸術文化教育プラットフォーム」による学校プログラムの実施 16

17
体力・運動能力調査分析ソフト等を活用した取組の改善 17
「体力向上研究校」の指定と研究成果の発信 17
幼保小連携推進地区等を活用した子どもの体力づくりの推進 18
食育実践推進校での取組 18
民間企業等による食育出前講座の受講機会の拡大 19
「横浜らしい中学校昼食のあり方」の策定 19
部活動において外部人材等を活用できる体制の整備 20

21
特別支援教育の推進 21
特別支援教室の活用方法の研究と指導体制の充実 22
特別支援教育推進のリーダーとなる教員の育成 22
特別支援学校の再編整備 23
日本語指導が必要な児童生徒への指導計画の作成 23

24
ＴＯＥＦＬ等外部指標の導入 24
「横浜市立高校海外大学進学支援プログラム」実施に向けた取組 24
横浜サイエンスフロンティア高校の中高一貫教育校化への取組 25
特色ある専門コースの設置 25
高大連携の推進 26
「キャリア教育コーディネーター」、「進学指導アドバイザー」の派遣 26
公開授業の実施 27

施策２　確かな学力の向上

施策３　豊かな心の育成

平成26年度の主な事業・取組の点検・評価（目次）

【目標１】　「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます
施策１　横浜らしい教育の推進

施策４　健やかな体の育成

施策５　特別なニーズに対応した教育の推進

施策６　魅力ある高校教育の推進
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28
よこはま教師塾「アイ・カレッジ」による教員の確保・養成 28
教員採用試験実施における様々な取組 28
採用前研修の実施 29
教員の養成及び資質・能力向上を目的とする大学等との連携・協働 29

30
教務主任等ＯＪＴ推進者への研修の実施 30
教員の研修履歴システムの構築 30
初任教員への支援の充実 31
方面別学校教育事務所による教師力向上の取組 31
海外研修派遣 32
企業等研修派遣 32
メンタルヘルス研修の充実 33
「メンタルヘルスセルフチェック」の実施 33
復職者の支援 34

36
「中期学校経営方針」に基づく学校経営 36
「学校評価ガイド」の改訂 36
学校ウェブページの更新による積極的な情報発信 37
非常勤講師の配置 37
アシスタントティーチャーの派遣 38
スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置 38
学校栄養職員未配置校への栄養士有資格者（非常勤）の配置 39
学校における共通物品制度実施 39
県費負担教職員の市費移管に伴う教職員の勤務条件等の制度設計 40

41
方面別学校教育事務所の学校訪問等による支援 41
方面別学校運営サポート事業の実施 42
学校自主企画事業の実施 44
授業改善支援センター（ハマ・アップ）の運営 44

46
学校・地域コーディネーターの配置 46
地域交流室の整備 46
地域防災拠点訓練等への児童生徒の参加 47
学齢期の子どもを持つ「親の交流の場づくり事業」の実施 47

ＮＰＯ法人や社会福祉法人、大学等が実施する放課後における学習・生活支援事業の情
報収集・発信

48

警察等との連携による児童生徒支援 48

50
児童生徒用の飲食料等の配備 50
市立学校の耐震対策の実施 50
市立学校特別教室への空調設備の設置 51
本町小学校第二方面校（仮称）の設置に向けた取組 51
学校規模の適正化に向けた小規模校対策の推進（上郷中学校・庄戸中学校の学校統合） 52

53
横浜市民の読書活動の推進 53
読書活動を支えるボランティア向けの講座開催 54
図書館と地域が連携した企画事業等の実施 54
区の活動方針に合わせた読書活動団体等とのネットワークづくりのための交流会の実施 55
レファレンスサービスの充実・広報 55
横浜開港資料館等と連携した博物館における歴史講座の開催 56
文化財施設による学校と連携した取組 56

施策12　教育環境の整備

施策９　チーム力を活かした学校運営の推進

【目標５】 子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します

【目標４】 家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います

【目標２】 誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します　-尊敬される教師-
施策７　優れた人材の確保

【目標３】 学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します　-信頼される学校-

施策10　学校教育事務所の機能強化による学校支援

施策11　子どもの成長を社会全体で支える体制づくり

施策８　教師力の向上

施策13　市民の学習活動の支援
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【施策１　横浜らしい教育の推進】

●重点取組１ 横浜型小中一貫教育の推進

点検項目 横浜型小中一貫教育推進ブロックにおける取組

取組の概要

・全142ブロックにおいて合同授業研究会を実施した。
・横浜型小中一貫教育推進協議会を次のとおり開催した。
　 第１回　ブロックにおける地域連携の取組についての講演会
　　　　　　「地域とともに創る９年間」
　　　　　　講師　東山田中学校コミュニティハウス館長　竹原和泉氏
 　第２回　「地域とともに創る横浜型小中一貫教育」
　　　　　　　ブロックにおける地域連携～パネルディスカッション～
 　第３回　方面別開催　非常勤講師配置ブロックからの実践報告等

自己評価

【評価】
　合同授業研究会をはじめとするブロックの様々な取組を通じて、小中教
職員の相互理解や児童生徒理解が進み、教職員間で育てたい子ども像、
学力観や指導観等が共有されてきている。
　児童生徒にとっては、授業や小中合同の活動を通じて交流が深まり、中
学生の小学生に対する思いやりの醸成、小学生が中学校に進学する際の
不安が解消される等の成果が出ている。
【課題】
　ブロックとしての学力向上の取組をさらに推進していく必要がある。また、
ブロックの様々な取組を、地域に積極的に発信していく必要がある。
　学校間の距離が離れていたり、ブロック構成が通学区域と一致しなかっ
たり、ブロックの学校数が多かったり等の理由で、連携に難しさを感じてい
る学校がある。

今後の方向性

　横浜型小中一貫教育推進協議会や横浜市教育課程研究委員会研究協
議会等でブロックの取組に資する内容を発信し、合同授業研究会の質の
向上や地域連携の取組をさらに推進する。
　ブロックの取組のコーディネーター機能を強化するため、非常勤講師の
配置を継続する。

【所管：指導主事室】

目標１　「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます
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点検項目 小中一貫型カウンセラーの配置

取組の概要

　学校カウンセラーを６人増員し、児童生徒や保護者への相談機会を充実
させるとともに、カウンセラーが児童生徒や保護者と顔の見える関係を築
き、小中学校間の迅速な情報共有に効果がある「小中一貫型カウンセラー
配置」の拡充を図った。(カウンセラー６名増員、小中一貫型配置22ブロック
増加)

自己評価

【評価】
　小学校への派遣を、週に１回程度と拡充したことにより、相談機会が増加
し、児童・保護者等へのきめ細やかな対応が図れた。
【課題】
　９年間を見通した「小中一貫カウンセラー配置」を全中学校ブロックに拡
充するためには、学校カウンセラーの増員が必要である。

今後の方向性
　30年度までに「小中一貫型カウンセラー配置」を全中学校ブロック（141ブ
ロック）で実施するため、27年度以降、学校カウンセラーを段階的に増員す
る。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目 「横浜版学習指導要領」に関する取組

取組の概要

　教育課程研究委員会及び教科等専門部会において「確かな学力の育成
を図るブロックの協働」というテーマのもと研究を行い、教育課程の運営・改
善について、横浜市学力・学習状況調査の活用や小中合同授業研究会
についての具体的実践を提案した。
　中央教育審議会の前委員を招き、次期学習指導要領の改訂に向けた見
通しについて講演会を実施した。
　「授業づくりガイド～見通し・振り返りを大切にした授業」を発行し、全教職
員に配付した。

自己評価

【評価】
　指導と評価の一体化を図る授業づくりをはじめ、教育課程の運営・改善
の充実を図ることができた。教育課程研究委員会では、「横浜版学習指導
要領」に基づく小中一貫カリキュラムの点検・見直しを行い、小中一貫教育
推進ブロックにおける次年度以降の計画・実践につなげることができた。
【課題】
　学習指導要領の改訂に向けて、各学校が教育課程編成を行うための教
育委員会事務局の支援の在り方を検討する必要がある。

今後の方向性
　次期学習指導要領の改訂及び実施に合わせて「横浜版学習指導要領」
を見直し、事務局として各学校の教育課程編成を支援するための計画を
立案する。

【所管：指導主事室】
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点検項目 「小中一貫教育推進ブロック」への非常勤講師の配置

取組の概要

　小中一貫教育推進ブロック18ブロックと小中一貫校２校に、ブロックにお
ける連携担当教員の授業代替を行う非常勤講師を20人配置した。
　ブロックにおける連携担当教員は、授業代替によって生まれた時間を活
用し、ブロック内のスケジュール調整や合同授業研究会の企画・運営、ブ
ロック内の異校種の学校を訪問して情報交換や乗り入れ授業を行う等の取
組を行った。
　配置ブロックは、１月に方面別に開催した推進協議会において、学力向
上や児童生徒指導の充実等についての取組成果の報告を行った。

自己評価

【評価】
　予定どおり配置し、ブロック内の学校の連携を深めたり、「乗り入れ授業」
「小中合同の指導案検討」等の新たな取組をスタートさせたりするきっかけ
となった。
【課題】
　全てのブロックで小中合同授業研究会が行われているが、ブロックによっ
て実施内容等に差があるため、質の向上などの取組を支援する必要があ
る。

今後の方向性

　非常勤講師の有効活用による連携推進のための支援を行う。また、小中
合同授業研究会の質の向上をはじめとする学力向上の取組や児童生徒
指導の充実の取組などの具体的実践を協議会で全市に発信し、「横浜型
小中一貫教育」の一層の充実を図る。

【所管：指導主事室】

点検項目 小中一貫校の設置

取組の概要

　本市が進めている小中一貫教育をリードし、特色ある小中一貫教育を行
い、その教育実践の集積や情報の発信から、本市の学校教育の質の向上
を図るため、小中一貫校の設置拡充を目指している。
　本市３校目となる新たな小中一貫校を泉区緑園地区を候補地とし、保護
者説明会等を行った。

自己評価

【評価】
　新設校の設置に向けて、保護者説明会等を行い、候補地における理解
を概ね得ることができた。
【課題】
　新設校の教育内容や施設整備面等について具体的な検討が必要であ
る。

今後の方向性
　引き続き、保護者や地域等に理解を得ながら、また、法改正に伴う義務
教育学校の創設を踏まえ、新設校の教育内容や施設整備等を具体化して
いく。

【所管：指導主事室】
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●重点取組２　豊かな経験を通した学習の推進

点検項目 「小中一貫教育推進ブロック」での「キャリア教育実践推進校」の指定

取組の概要

　働くことの意義や尊さを理解し、将来に夢や希望、目標を持てる子どもを
育むため、発達の段階に応じたキャリア教育を推進した。
　各方面１中学校ブロック（４ブロック）の小中学校あわせて12校をキャリア
教育実践推進校として指定し、全体計画や年間指導計画を策定・実施す
ることで、子どもたちの勤労観・職業観を育んだ。また、研究内容を市内の
小中学校に向けて発信した。

自己評価

【評価】
　25年度に継続して、４つの小中一貫教育推進ブロックを実践推進ブロック
に指定、研究を推進し、小中９年間を貫く子どもたちの勤労観や職業観を
育んだ。
　小学校から中学校までの９年間の中でキャリア教育で育てたい子ども像
を共有することは、小中連携した教育課程運営改善の点から有効だった。
また、子どもたちの学習意欲の向上や育てたい資質能力伸長の自覚化に
も効果的であるという実践例もあげられた。
【課題】
　充実した実践例と併せて、キャリア教育本来の目的についても発信して
いく必要がある。

今後の方向性
　キャリア教育実践推進ブロックを18ブロック指定し、先進的な取組を発信
していく。

【所管：指導企画課】

●重点取組３　家庭・地域と連携した防災教育の推進

点検項目 学校と家庭・地域が連携した防災訓練の実施

取組の概要

　 「よこはま地震防災憲章」や「横浜市災害時における自助及び共助の推
進に関する条例」の理念「自助」「共助」を推進し、子どもが自ら安全を確保
する力の育成を目的に、全校悉皆の学校安全研修において、学校・家庭・
地域が連携した取組例を発信した。具体的な資料を全校に配付し、各学
校の取組の参考として活用を周知した。

自己評価

【評価】
　学校安全教育推進校８校を設置し、取組の発信を全校に行うことができ
た。学校主催の避難訓練への保護者や地域の方などの延べ参加者数が
約１割増加し、保護者や地域にも、防災が意識される機会となった。
（H25年教育状況調査「学校が主催の防災訓練に自校の児童生徒及び教
職員以外の参加はありましたか」で、参加したと回答した延べ人数647名
H26　735名）
【課題】
　引き続き地域の参加が得られるよう発信、啓発していく必要がある。

今後の方向性
　学校安全研修や学校安全教育推進校の取組のなかで、より学校・家庭・
地域が連携した避難訓練の実施ができるように具体的な取組例を発信し
ていく。

【所管：指導企画課】
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●重点取組４　国際社会で活躍できる人材の育成

点検項目 「スーパーイングリッシュプログラム」の実施

取組の概要

　生徒の英語によるコミュニケーション能力の基礎の育成を目的として、26
年度から全中学校に常駐配置したAETを授業に複数名配置し、生徒が
AETと英語でコミュニケーションを図る機会を充実させるスーパーイングリッ
シュプログラムを中学校40校で計63回実施した。

自己評価

【評価】
　生徒一人ひとりが、AETとのコミュニケーションを充実させ、英語によるコ
ミュニケーション能力の基礎育成につなげることができた。
【課題】
　各中学校が「スーパーイングリッシュプログラム」を希望する時期が重な
り、調整が難しい。

今後の方向性

　学校間でAETのスケジュール調整が容易となるよう、学校便利帳（事務局
から学校あてに通知等の情報を発信するシステム）に依頼様式を掲載する
とともに、他校での実践例を紹介するなど、実施を支援する。
　27年度は、全中学校での実施を目指す。

【所管：国際教育課】

点検項目 「実用英語技能検定」等の外部指標の活用

取組の概要
　児童生徒の学力向上及び教員の授業力向上を目的として小学校22校で
「児童英検学校版シルバー」、中学校30校で「実用英語技能検定」を実施
した。

自己評価

【評価】
　受験した児童生徒や学校が達成度を確認することで、児童生徒の今後
の目標設定、教員による客観的な英語力の把握が行えるようになり、授業
改善に生かす良い取組がみられるようになった。
【課題】
　実施した結果を分析・活用しきれていない学校がある。また、新規で実施
する学校についても、結果を生かした授業改善を行っていく必要がある。

今後の方向性
　実施校を順次増やしていくとともに、結果を十分に授業改善に生かして
いる継続実施校の良い取組を他の実施校に共有することで、児童生徒の
英語によるコミュニケーション能力のより一層の向上を図っていく。

【所管：国際教育課】
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●重点取組５　先進的なＩＣＴ教育の推進

点検項目 「情報教育推進プログラム（仮称）」の策定

取組の概要

　本市の現状や今日的な課題を踏まえて、今後のICT活用能力の育成、情
報モラル・マナーを育成する教育の推進、ICT活用のための環境整備等に
向けて同プログラムの策定に取り組んだ。また、30年度の策定を目指して、
仮案を作成した。

自己評価

【評価】
　国の第２期教育振興基本計画や現行の「ICT学習よこはまスタンダード」
を踏まえ、教科指導におけるICTの活用、情報教育の体系的な推進、情報
モラル教育の推進、校務の情報化の推進に関する仮案を作成し、次年度
以降の取組につなげることができた。
【課題】
　タブレット端末や無線LANの導入をはじめ、情報教育の内容や学習環境
等の整備について更に検討、修正を行う必要がある。

今後の方向性
　30年度の策定を目指して、情報教育の内容及び機器整備計画等につい
ての検討、修正を行う。

【所管：指導主事室】
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【施策２　確かな学力の向上】

点検項目 学校司書の配置

取組の概要

　学校図書館の充実を図り、子どもの読書意欲の向上や情報活用能力の
育成に寄与することを目的とし、25年10月から28年度までの４年間で、小・
中・特別支援学校全校に学校司書の配置を進めている。
　26年度も小学校９７校、中学校２７校、特別支援学校１校の新規125校（累
計250校）に新たに学校司書を配置するとともに、学校司書を対象とした新
採用研修と月に１回の研修を実施した。

自己評価

【評価】
　学校司書の配置された学校で学校図書館の環境整備が進み、学校図書
館に人が常駐することで、学校図書館の利用促進が図られた。
【課題】
　学校司書の授業への参画の推進に向けて、授業支援における学校司書
の役割を明確にし、各学校において学校図書館教育指導計画への位置
付けを図っていくことが望ましい。

今後の方向性
　学校司書の小・中・特別支援学校全校配置（28年度）に向けて配置校数
を拡大し、基礎・基本の習得につながる読書習慣の確立や、情報活用能
力の育成を図る。

【所管：指導企画課】

●重点取組２　考える力を育むための授業改善の推進

点検項目 理科支援員の配置

取組の概要

　外部人材を理科支援員として小学校５、６年生の理科の授業に配置し、
活用することで、理科の授業における観察・実験活動の充実及び教員の資
質向上を図ることを目的としている。
　小学校171校に理科支援員を配置した。また、理科支援員を対象にした
研修会を２回（うち１回は実技を伴う研修）実施した。

自己評価

【評価】
　理科の観察、実験などにおける準備や児童へのきめ細やかな対応が十
分に行われた。また、横浜市学力・学習状況調査において、「観察・実験の
技能」の観点で学力の向上が見られた。
【課題】
　担任など授業者との連携の時間の確保や、事故を防ぐ安全指導の徹底
を図ることが必要である。

今後の方向性
　小学校全校に２年に一度は配置できることを維持しつつ、全校配置に向
けて配置拡大し、理科の授業の充実を図る。

【所管：指導企画課】

●重点取組１　基礎的・基本的な知識・技能の習得を目指した学習の推進と学習習慣の定着
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●重点取組３　「横浜市学力・学習状況調査」の活用による学力の向上

点検項目 横浜市学力・学習状況調査の実施と活用

取組の概要
　全小中学校において、「横浜市学力・学習状況調査」の結果をまとめた分
析チャートをもとに、学力向上アクションプランを作成し、子どもたちの学力
向上に向けた具体的な学習指導や授業改善を推進する取組を継続した。

自己評価

【評価】
　各学校において自校のデータに基づいて課題をとらえ、学校全体とし
て、授業改善に向けた組織的な授業研究や教材研究の充実など具体的な
学力向上の取組を推進できた。
【課題】
　問題の『解説』やデータの活用方法について周知が不十分である。

今後の方向性

　引き続き、学力向上アクションプランを策定するとともに、結果の分析・検
証を充実させ、実質的な成果を上げるために、小中一貫教育推進ブロック
内での合同授業研究の内容の精選・充実や教材研究の推進など、各学校
における取組だけでなくブロックにおいて、9年間の系統性を見通した取組
を実現する。
　横浜市学力・学習状況調査の学校説明会で具体的活用例を示す。ま
た、教育課程研究委員会では結果を踏まえた学力向上に向けた授業実践
を進める。

【所管：指導企画課／指導主事室】
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【施策３　豊かな心の育成】

●重点取組１　実生活に生きる道徳教育の充実

点検項目 道徳授業力向上推進校における研究の推進

取組の概要

　実生活に生きる道徳教育の充実のためには、「道徳の時間」の充実を図
る必要がある。そのため、道徳授業力向上推進校(各区小学校１校、中学
校１校、計36校）において、道徳の時間の授業を充実させるための研究、
『豊かな心の育成』推進プログラム副読本「生きる」をはじめとした道徳用教
材等の効果的な活用方法についての検討、実践及び発表等を行い、より
効果的な道徳の時間の指導方法、評価等を全校に発信した。

自己評価

【評価】
　各区小学校１校・中学校１校、計36校の「道徳授業力向上推進校」が全ク
ラス授業公開を行い、「道徳教育推進教師」が授業参観をした。そこで学ん
だことを踏まえた校内道徳授業研修会を各校が実施した。その結果、教師
の指導力が研修によって向上し、子どもも道徳用教材等を通して、自分の
生活に置き換えて考えられるようになっている。
【課題】
　各学校における道徳教育をさらに推進するために、校内研修の運営や
授業力の向上を目指す研修の充実、改善等を図ることが必要である。
　推進校における課題としては、道徳の教科化に向けて、毎週行われる
「道徳の時間」の授業を充実させるために、継続的に校内研修を行ったり、
多様な教材を集め活用したりすることが必要である。

今後の方向性

　27年度も、全クラス公開授業として、年間１回以上、道徳教育推進教師等
を対象に全市に向けて発信する。道徳の時間の授業改善の推進を図るた
めに、道徳用教材等の効果的な活用方法、評価、効果的な指導の在り方
等について研究を推進する。

【所管：指導企画課】
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点検項目
各教科等との関連付けを明確化するための

「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の改訂

取組の概要

　学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育や要である「道徳の時間」を
充実させるためには、「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の活用推進を
図る必要がある。そこで「道徳の時間」と各教科等との関連付けを明確化す
るために「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の見直しの取組について
発信した。

自己評価

【評価】
　道徳教育推進教師研修で、各教科等との関連付けを明確化するための
「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の改訂の資料を発信し研修した。そ
の結果、各教科等で高まった子どもの問題意識を生かしながら「道徳の時
間」の授業の充実を図ることができた。
【課題】
　「道徳の時間」の授業で「私たちの道徳」や「生きる」などの道徳用教材の
活用の推進を図るため、具体的な事例を示しながら、道徳用教材の活用を
明確化した「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の改訂の研修を行う必
要がある。

今後の方向性

　27年３月27日に学習指導要領の一部改正が行われ、「道徳の時間」が
「特別な教科道徳」として新たに位置付けられた。その　「特別な教科道徳」
の内容項目に合わせた「道徳教育全体計画」「年間指導計画」の改訂のた
めの研修を行う。

【所管：指導企画課】

●重点取組２　人権教育の推進

点検項目 「人権教育実践推進校」における授業研究の実施

取組の概要

　人権尊重の精神を基盤とする教育の土台となる授業の改善を図るため、
「人権教育実践推進校」（16校）を中心とした推進協議会で一人ひとりを大
切にした授業等の取組について話し合った。
　各協議会の取組を広く知らせるために教育委員会事務局において「人権
教育だより」を発行し、全校に配付した。

自己評価

【評価】
　一人ひとりの子どもの姿を意識し、子どもの活躍する場をつくることで、子
どもに自尊感情や達成感が感じられる授業研究が実施できた。
【課題】
　各区実践推進校での取組の成果を整理し、多くの教職員が普段の授業
で活用していく工夫が必要である。

今後の方向性
　各区推進協議会で工夫して授業研究の視点を明確にした取組を推進す
る。また、推進校での取組の成果が多くの教職員に活用できるような発信
をしていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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●重点取組３　いじめ根絶、登校支援に向けた取組

点検項目 児童支援専任教諭の全小学校への配置

取組の概要

　いじめや不登校など、複雑多様化する諸問題の未然防止と早期発見、早
期対応のため、学校の中心的役割を担う「児童支援専任教諭」を22年度か
ら段階的に配置した。26年度から全小学校341校に配置し、小学校の児童
指導体制の充実を図った。

自己評価

【評価】
　児童支援専任教諭の配置により、組織的対応力が向上し、児童1,000人
あたりのいじめの認知件数が配置前の21年度2.6件から25年度12.3件と4.7
倍に増加、いじめの解消率は、配置前の21年度88.9％から25年度97.1％と
8.2ポイント向上する等、大きな効果を上げた。
　また、幼稚園・保育所、中学校、警察や区役所等の関係機関や地域との
連携が強化されたことにより、児童生徒を見守り、組織的に支援する体制
が構築された。
【課題】
　危機管理対応など児童支援専任教諭の専門性の向上及び関係機関と
のより一層の効果的な連携が必要である。

今後の方向性
　児童支援専任教諭の専門性の向上に資する研修を充実させるとともに、
中学校の生徒指導専任教諭との連携を強化し、小中一貫ブロックにおける
情報交換や課題共有など、児童生徒指導の充実を図っていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目
「子どもの社会的スキル横浜プログラム（Ｙ−Ｐ）」の

教育課程等への位置付け

取組の概要

　「いじめや不登校の未然防止に向けた効果的な取組」として、活用の周
知を図るため、児童支援専任教諭、生徒指導専任教諭などを対象に研修
を30回実施した。
　研究協力校(３校)の授業研究会等を通して横浜プログラムの有効な活用
方法の開発に取り組んだ。
　横浜プログラムの有効活用を周知する研究協力校の授業実践を示した
リーフレットを作成し、全市立学校へ配付した。(27年３月)

自己評価

【評価】
　児童支援・生徒指導専任教諭を対象とした研修が、学校での研修の実
施につながった。また、全市立学校向けにリーフレットを配付したことで、今
後、取組をすすめる学校の増加が期待できる。
　研究協力校の授業実践を通した検討から、横浜プログラムを有効に活用
することが子どもの自尊感情を高めるとともに、教師の児童生徒理解力、指
導力の向上につながることがわかった。
【課題】
　校内研修担当者を中心に各校での研修をさらに充実させるために、研修
の対象や内容を工夫することが必要である。

今後の方向性
　27年度については、より多くの学校が横浜プログラムの有効活用に取り
組めるよう、実践を重ねる。研究校の取組を発信したり、校内担当者への
研修の充実を図り、さらに取組を推進する学校を増やしていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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点検項目 ハートフルルームの増設

取組の概要

　現在、ハートフルルームを小学校に２か所、中学校に６か所、計８か所設
置している。25年度に増加に転じた不登校児童への支援策として、小学校
ハートフルルームを新たに２校設置し、４方面展開とする方向性を位置づ
け、設置校を選定した。

自己評価

【評価】
　設置校の選定にあたっては、学校関係者への説明会等を丁寧に行うこと
で、ハートフルルーム設置への理解が図られた。
【課題】
　設置には、利用者への配慮だけでなく、在籍児童や学校行事への影響
を考慮する必要があり、特に工事スケジュールには細心の配慮が必要であ
る。

今後の方向性

　30年度までに南部方面と北部方面の小学校にハートフルルームを設置
する。ハード面の充実とともに、支援員の人材育成などソフト面の充実も進
めていくことで、不登校児童生徒の再登校と社会的自立に向けた支援を充
実させていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】

点検項目 フリースクール等と連携した登校支援のための協働事業の実施

取組の概要

　「横浜子ども支援協議会」との連絡会やワーキンググループを開催し、10
年の積み重ねを踏まえ、連携の在り方や協働事業の実施について検討し
た。その中で、民間教育施設に通う児童生徒の本市芸能鑑賞会への参加
や、スタッフ間の意見交換等を企画し、実施した。

自己評価

【評価】
　単なる情報交換にとどまらず、不登校問題の背景や課題についての共通
認識を持つことができ、相互連携による登校支援策の具体的検討・取組が
進んだ。
【課題】
　学校と「横浜子ども支援協議会」とのより一層の情報連携や、協議会未加
入の民間教育施設との連携については、引き続き検討が必要である。

今後の方向性
　27年度は「横浜子ども支援協議会」と、職員並びに児童生徒の交流、合
同の保護者相談会や体験活動等を開催するなど、支援の幅を広げ、更な
る登校支援につなげていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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●重点取組４　文化芸術の体験を通した豊かな感性や情操の醸成

点検項目 「横浜市芸術文化教育プラットフォーム」による学校プログラムの実施

取組の概要

　16年度にスタートした、子どものための芸術文化・教育事業で、音楽・美
術・演劇・ダンス・伝統文化など、幅広い分野で活躍している芸術家が直接
学校で授業をするプログラムとして、26年度は134校（小学校112校、中学
校12校、特別支援学校10校）で、合計307回実施した。

自己評価

【評価】
　本プログラムは、25年度末に205回、平成30年度末に年間280回の実施
を目標としているが、26年度末には307回の実施となり、大幅な増加となり、
文化観光局等との連携による広報活動の成果と考えられる。また、実施後
のアンケートからは子どもの満足度、教職員のねらいの達成度とも、90％近
い結果が出ている。
【課題】
　中学校での実施回数の増加が引き続き課題である。各教科研究会等で
の発信や教師向けワークショップの開催等、広報活動を進める必要があ
る。

今後の方向性
　今年度も30年度末の目標である280回以上の開催を予定している。今後
は、各校のニーズにあった内容が提供できるよう、関係機関との連携をさら
に進める。

【所管：指導企画課】
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【施策４　健やかな体の育成】

●重点取組１　ＰＤＣＡサイクルによる「体育・健康プラン」の運営改善

点検項目 体力・運動能力調査分析ソフト等を活用した取組の改善

取組の概要
　「体育･健康プラン」の改善に資するようにするため、体力･運動能力調査
分析ソフトを市内全小学校に配付し、「横浜市立小中学校児童生徒体力・
運動能力調査の概要」を市内全校へ発信した。

自己評価

【評価】
　体力・運動能力調査の結果から子ども（学校）の現状を把握し「体育・健
康プラン」（小学校及び中学校）の立案に資することができた。
【課題】
　中学校については、分析ソフト等を活用し、体力についての課題を生徒・
家庭・学校で共有するとともに、把握した実態をもとにして「体育・健康プラ
ン」の運営改善を更に推し進める必要がある。
　小学校・中学校ともに、分析ソフト等による分析が定着しつつあるが、ソフ
トの精度を更に向上させる必要がある。

今後の方向性 　市内全中学校に分析ソフトを配付する。

【所管：指導企画課】

点検項目 「体力向上研究校」の指定と研究成果の発信

取組の概要
　全校の「体育･健康プラン」の充実を図るため、体力向上推進校実践発表
会を行い、体力向上推進校の特色ある取組や「体力向上１校１実践運動」
の運営･改善について市内各校へ発信することができた。

自己評価

【評価】
　体力向上推進校実践発表会を行い、体力向上推進校の特色ある取組や
「体力向上１校１実践運動」の運営･改善について市内各校へ発信すること
ができた。また、様々な取組を参考に、それぞれの学校で１校１実践運動を
見直すことができた。
【課題】
　より効果的な「体力向上１校１実践運動」にするため、児童生徒の体力向
上に向けて研究を深めて行く必要がある。
　具体的には体力の状況についての家庭との連携、１校１実践運動に学校
独自指標を盛り込むこと、ねらいを明確にした体育・健康プランの運営改
善等が挙げられる。

今後の方向性

　体力向上推進校を廃止し、各方面に小学校２校、中学校１校の体力向上
研究校を指定する。「推進校」から「研究校」となったことにより、体力向上に
向けた方策をより深く考え、広く発信できるようにしていく。そのために指導
主事を各校の担当とし、体育・健康プランや１校１実践運動等の支援にあ
たれるようにする。

【所管：指導企画課】
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点検項目 幼保小連携推進地区等を活用した子どもの体力づくりの推進

取組の概要
　小学校での体力向上に向けて、幼保小教育連携研究会(7月）に指導主
事を派遣し、低学年の体力状況や保育所等での運動状況について情報
交換を行った。

自己評価

【評価】
　情報交換を行ったことで、小学校専門研修等で低学年の指導について
研修内容に生かすことができた。
【課題】
　より効果を上げるため、こども青少年局との連携に向けた調整を行い、連
携機会を増やす取組が必要である。

今後の方向性
　幼稚園・保育所と連携しながら、子どもの遊び場や遊ぶ時間を増やす。ま
た、互いに研鑚し、体力向上に向けた指導力の向上を目指す。

【所管：指導企画課】

 ●重点取組２　食育の推進などによる健康な体づくり

点検項目 食育実践推進校での取組

取組の概要
　市立学校の食育の充実を目指し、26年度は、小中高等学校18校を食育
実践推進校に指定した。推進校では市立学校での食育のモデル的取組を
実践し、その成果は食育シンポジウムなどで公表した。

自己評価

【評価】
　推進校では、保護者や地域と連携した食育の取組や、朝食の喫食など
日常の食生活を改善する取組が実践され、食育シンポジウムや教育委員
会事務局の作成する情報紙を通して、モデルプランとして発信した。
　推進校の実践を参考に、多くの市立学校が、日々の給食指導の充実や、
保護者や地域の生産者と連携した食育などに取り組んでいる。
【課題】
　小学校では、多くの実践事例が発信され食育の取組の広がり見られる
が、今後は、中学校・高等学校・特別支援学校について、実践事例の発信
を増やし、食育の取組を充実させる必要がある。

今後の方向性
　27年度は、小中高等学校に加えて、新たに特別支援学校を指定し、その
取組を広く全市立学校に発信し、学校における食育の取組をさらに推進す
る。

【所管：健康教育課】
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点検項目 民間企業等による食育出前講座の受講機会の拡大

取組の概要

　学校における食育の取組の一環として民間企業等による食育出前講座
の受講を推進し、児童生徒の食による健やかな体づくりへの意識を高める
ことを目的に、横浜マリノスや東京ガス・森永乳業などの民間企業や、経済
局や区福祉保健センターによる食育出前講座を、延べ307校で実施した。

自己評価

【評価】
　食育出前講座で、基本的な生活習慣とバランスの取れた食事や成長期
の栄養摂取のポイントについて学習し、児童生徒の、食を通じた健やかな
体づくりや食の自己管理への意識が高まった。
【課題】
　食育出前講座への協力企業数が固定化しているため、協力企業を新た
に開拓する必要がある。

今後の方向性
　よこはま学校食育財団とともに、庁内関係部局・民間企業等と連携し、学
校における食育出前講座の受講機会を、さらに拡充していく。

【所管：健康教育課】

点検項目 「横浜らしい中学校昼食のあり方」の策定

取組の概要
　市立中学校昼食の充実に向けて、アンケート調査等を実施し、「横浜らし
い中学校昼食のあり方」（26年12月）をまとめた。

自己評価

【評価】
　「家庭弁当」を基本とし、「家庭弁当」と「配達弁当（事前予約）」のどちらも
選択できる環境を整え、当日注文できる「業者弁当」で補完する「横浜らし
い中学校昼食のあり方」をまとめ、中学校昼食の充実に向けた取組を推進
した。
【課題】
　「横浜らしい中学校昼食のあり方」における栄養バランスのとれた温もりの
ある昼食（横浜型配達弁当（仮称））の28年度中の全校実施に向けた準備
を進める必要がある。

今後の方向性
　「横浜らしい中学校昼食のあり方」を踏まえ、栄養バランスのとれた温もり
のある昼食（横浜型配達弁当（仮称））の28年度中の全校実施を目指す。

【所管：健康教育課】
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●重点取組３　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした取組

点検項目 部活動において外部人材等を活用できる体制の整備

取組の概要
　運動部活動において、生徒の活動機会を保障し、活動（指導）の質の向
上や、教員の負担軽減を図るなど、外部指導者（専門家）の効果的な活用
について実践推進校を指定し、実践推進を図った。

自己評価

【評価】
　横浜市体育協会と連携した外部指導者の派遣について、２例実践するこ
とができた。また、総合型地域スポーツクラブ、文化・スポーツクラブとの連
携事例、長期継続指導（10年継続）事例など、多様な事例の推進校を指定
することができた。
　２年継続指定であり、指定が７月以降になってしまったため、26年度は多
様な事例の推進校が指定できたことが「成果」であると考えている。
【課題】
　種目による人材登録の偏り、学区外からの指導者派遣に対する交通費
等の手当、人物保証等が課題である。

今後の方向性
　外部指導者の効果的活用の在り方・成果をまとめていくとともに、文化部
にも対象を拡大し体制整備を検討する。

【所管：指導企画課】
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【施策５　特別なニーズに対応した教育の推進】

●重点取組１　特別支援教育推進のための指導体制の充実

点検項目 特別支援教育の推進

取組の概要

　特別な支援が必要な児童生徒に対応するためには、教育環境のさらなる
整備と教職員や市民への障害特性等の理解啓発により、学校での指導と
地域生活での支援が適切に行われることが求められている。
　・登下校支援のため市立特別支援学校８校に40台のバスを配置し、ス
　　クールバス介助員を同乗させて車内での安全配慮を行った。
　・特別支援教育支援員の支援内容に小学校一般学級１～３年生に対す
　　る学習支援を追加し95名の支援員を配置した。支援員及び支援員登
　　録希望者を対象とした研修講座（年８回）を開講し、250名を超える市民
　　が受講した。
　・一般学級在籍で特別な支援を必要とする児童生徒に対して、「個別の
　　教育支援計画」（他機関との連携を図るための長期的な視点に立った
　　計画）及び「個別の指導計画」（指導を行うためのきめ細かい計画）の
　　作成と活用の必要性について説明会や研修会の際に発信した。
　・全校で、「自閉症教育の手引き」を活用した校内研修会を年1回実施し
　　た。
　・こども青少年局、健康福祉局と共催し、「世界自閉症啓発デイin横浜」を
　　３月28日に実施した。

自己評価

【評価】
　教育環境の改善をはじめ、特別な支援を必要とする児童生徒に対して、
きめ細やかな支援を行うことができた。
　・スクールバスは、登下校合わせて述べ約700名が利用した。
　・研修講座を受講することで安心して業務を行うことができるようになり、
　　特別支援教育支援員募集の際すぐに応募者が来るようになった。
　・一般学級在籍で特別な支援を必要とする児童生徒に対して、「個別の
　　教育支援計画」及び「個別の指導計画」を100％作成することが出来
　　た。
　・校内研修会の報告書に、次年度研修の希望内容を記入する欄を設け
　　たことで、研修内容の継続性を図ることができた。
　・「自閉症啓発デイin横浜」には、市民約350名が参加し、自閉症教育に
　　ついて啓発を図ることができた。
【課題】
　・身体への負担軽減のため、登下校でのスクールバス乗車時間をさらに
　　短縮させることが必要である。
　・児童生徒が支援されるだけでなく持てる力が発揮できるよう、支援の内
　　容を見極め支援員を適切な時間だけ配置できるようにすることが必要
　　である。
　・「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した適切な指導
　　支援が行えるよう周知していくことが必要である。
　・障害特性の理解研修に加えて、各校の児童生徒の実態に応じた具体
　　的な校内研修の内容を設定し実施することが必要である。

今後の方向性 　特別支援教育の推進のため、26年度の取組をさらに充実させる。

【所管：特別支援教育課】
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点検項目 特別支援教室の活用方法の研究と指導体制の充実

取組の概要

　特別支援教室は全小中学校に設置されているが、運用については各校
に委ねられているため、「特別支援教育における体制整備状況調査」や区
ごとの「特別支援教育コーディネーター協議会」を通じて、各校での活用状
況を把握した。
　特別支援教室活用研究協力校（小学校４校・中学校５校）に「特別支援
教育の推進に関わる非常勤講師（県費）」を重点的に配置し、特別支援教
室の活用方法や校内体制についての研究に取り組んだ。

自己評価

【評価】
　特別支援教室を有効に活用するには、特別支援教育に関わる運営の責
任者としての特別支援教育コーディネーターの役割が重要であることが明
確になった。また、非常勤講師を重点的に配置することによって、指導体
制の確立や継続した指導・支援が可能になった。
【課題】
　特別支援教室での学習等が必要となる児童生徒の実態について、検証
が必要である。また、特別支援教室で指導・支援を行う教員等の継続した
配置、指導について支援・助言を行う専門的な外部機関との連携が必要
である。

今後の方向性
　27年度については、小学校５校、中学校６校の研究協力校に重点的に非
常勤を配置し、特別支援教室の活用についてモデル実践を行い、活用事
例集を作成する。

【所管：特別支援教育課／特別支援教育相談課】

点検項目 特別支援教育推進のリーダーとなる教員の育成

取組の概要

　特別な支援が必要となる児童生徒が増加傾向にある中、教職員の特別
支援教育に関する指導力の向上は喫緊の課題である。また、校内におけ
る特別支援教育のリーダーとして、組織的・効果的な校内支援体制の核と
なる特別支援教育コーディネーターの養成も強く求められている。
　26年度は横浜国立大学の特別支援教育コーディネーター養成コース派
遣研修に１年間、盲特別支援学校教諭を１名派遣した。また、特別支援教
育総合センター研修生として１年間、小中学校・特別支援学校教諭７名を
派遣した。

自己評価

【評価】
　１年間を通しての研修後に研修成果を報告書としてまとめ、研修報告会
での発表を行った。研修受講者は、それぞれの学校現場において、研修
を通して得た知見や技能を基に、より効果的実践的な指導を行った。合わ
せて自校の教員や区内の個別支援学級担任への情報発信と啓発を行
い、校内や区内の特別支援教育指導力の向上に貢献した。
【課題】
　特別支援教育推進のリーダーとなる教員をさらに養成するため、国立特
別支援教育総合研究所の派遣研修への教員派遣に向けた調整が必要で
ある。

今後の方向性
　27年度については、募集対象を拡大するなど、引き続き、特別支援教育
推進のリーダーとなる教員の養成を幅広く実施していく。

【所管：特別支援教育課】
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●重点取組２　特別支援学校の再編整備

点検項目 特別支援学校の再編整備

取組の概要

　特別支援学校の再編整備計画立案のため、県立特別支援学校を含めた
現状の児童生徒数の居住エリアについて分析を行った。また、神奈川県教
育委員会に対して、新設の県立特別支援学校について情報収集を実施し
た。
　再編整備に伴う、肢体不自由特別支援学校５校の教育課程を揃えるた
め、教育課程の運営改善について指導助言を行った。
　港南台に新設される重症心身障害児施設の学齢児対応のための分教室
設置について所管課と調整を行った。

自己評価

【評価】
　特別支援学校の再編整備計画立案のため、基礎的な現状把握と分析を
行うことができた。
　港南台に新設予定の重症心身障害児施設の学齢児対応のため、分教
室の設置と担当する特別支援学校について調整することができた。
【課題】
　特別支援学校の再編整備計画立案のためには、県との調整や更なる調
査検討が必要である。

今後の方向性
　27年度については、調査検討を継続し、特別支援学校の再編整備計画
を立案する。

【所管：特別支援教育課】

●重点取組３  日本語指導が必要な児童生徒への支援

点検項目 日本語指導が必要な児童生徒への指導計画の作成

取組の概要

　26年４月１日の文部科学省令等の施行により、学校長の判断に基づく日
本語指導が必要な児童生徒に対する特別の教育課程の編成・実施が求
められることとなったため、26年度には国際教室担当教員配置校64校での
先行実施を行い、「特別の教育課程」として指導計画を作成し、日本語指
導が必要な児童生徒への支援を実施した。

自己評価

【評価】
　国際教室担当者配置校において、対象児童生徒に対する指導計画を作
成することで、対象児童生徒の支援を計画的かつ適切に、きめ細かく行う
ことができた。また、今後、国際教室担当教員配置校以外の学校が「特別
の教育課程」を編成・実施する際の先例とすることができた。
【課題】
　国際教室担当教員配置校以外の学校に在籍する対象児童生徒に対し
ても指導計画を作成し支援を充実させる必要があるが、計画作成や支援
方法のノウハウが十分でないことに加え、指導形態として求められる取り出
し指導のための人的配置がないことや、教室の確保が難しいことなど指導
に当たっての課題がある。

今後の方向性
　全校の対象児童生徒が適切な支援を受けられるよう、日本語教室の充実
や計画作成例の紹介、支援方法の研修などを実施し、各学校が工夫して
指導する支援をしていく。

【所管：国際教育課】

23



【施策６　魅力ある高校教育の推進】

●重点取組１　次代を担うグローバル人材の育成

点検項目 ＴＯＥＦＬ等外部指標の導入

取組の概要
　グローバル社会で活躍するには、国際共通語である英語力の向上が必
要である。市立高校８校で外部指標であるＴＯＥＦＬ ＩＴＰを活用して、授業
の効果測定や到達目標の明確化を図った。

自己評価

【評価】
　「聞く」、「読む」の技能について授業の効果を客観的に測定し、到達目
標を明確にすることで、授業内容の充実や指導方法の改善に繋げることが
できた。
【課題】
　Ｌｅｖｅｌ1と比べて問題数が少なく試験時間の短いＬｅｖｅｌ２を受験した学校
が多かったため、生徒の正確な英語の力を測ることが不十分であった。

今後の方向性
　27年度は、市立高校全校で実施する。また、 生徒のより正確な英語力を
測定できるよう受験するＬｅｖｅｌの見直しをする。

【所管：高校教育課】

点検項目 「横浜市立高校海外大学進学支援プログラム」実施に向けた取組

取組の概要

　25年度、市立高校生を対象に海外留学に関するアンケートを実施したと
ころ、「留学をしたいが、具体的には決まっていない」と答えた生徒の約半
数が「経済的に厳しい」「語学力に不安がある」ことが理由であると答えた。
また、このうち約９割の生徒が、この理由が解決した場合には留学を考える
と答えた。
　そこで、海外大学への進学を希望する市立高校生向けの支援プログラム
として、27年度開始に向け、内容の作成などに取り組んだ。
　当該支援プログラムについては業務委託を行うため、入札を実施した。

自己評価

【評価】
　海外大学への進学支援について実績のある民間業者を受託者として決
定し、27年度の開始に向けて準備を整えることができた。
【課題】
　生徒と保護者への支援プログラムに関する説明を十分に行ったうえで、
理解を得る必要がある。
　参加者20人を決定するため、適正な選考手続を進めていく必要がある。

今後の方向性
　27年度は、６・７月に生徒・保護者説明会を実施し、７月に参加申込を受
け付け、８・９月で適正な選考及び参加者の決定を行い、10月に支援プロ
グラムを開始する。

【所管：高校教育課】
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●重点取組２　特色ある高校づくり

点検項目 横浜サイエンスフロンティア高校の中高一貫教育校化への取組

取組の概要

　横浜サイエンスフロンティア高校の教育をより一層、充実・発展させ、グ
ローバルリーダーたる「サイエンスエリート」の育成を進めるとともに、公立
の中高一貫教育に対する市民ニーズに応えるため、中高一貫教育校化の
検討を進めた。
　・26年７月　基本方針を策定し公表
　・27年１月　「横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校中高一貫教
　　　　　　　　育校化に関する基本計画」を策定し公表

自己評価

【評価】
　29年度の附属中学校開校に向けた基本計画を作成し、準備に着手する
ことができた。
【課題】
　国内で注目される理数科高校の附属中学校として教育内容を十分に検
討する必要がある。
　ＰＦＩ事業期間中であり、施設改修等を事業者と調整しながら実施する必
要がある。

今後の方向性
　27年度についても、教育内容の検討を進め、学校説明会の開催や施設
改修設計など、開校に向けた準備を行う。

【所管：高校教育課】

点検項目 特色ある専門コースの設置

取組の概要

＜戸塚高校音楽コース（26年４月開設）＞
　普通教育及び音楽の専門教育を通して、音楽の知識と能力を育成する
とともに、地域に向けた積極的な音楽活動も行った。
＜横浜商業高校スポーツマネジメント科（26年４月開設）＞
　外部機関との連携による講義や、専属トレーナーを配置した教員との
ティームティーチングによるきめ細かく、専門性の高い学習を行った。

自己評価

【評価】
＜戸塚高校音楽コース＞
　専門的に教わることで、将来音楽大学等に進学したいなど生徒自身の目
的意識もはっきりとし、また、音楽を通じて地域や社会に貢献しようとする生
徒の意欲を養うことができた。
＜横浜商業高校スポーツマネジメント科＞
　スポーツ関連企業や医科学関連機関等との連携を通じて、スポーツを科
学的に捉えた学習やスポーツビジネス分野に関する学習が行えた。
【課題】
　専門コースとしての特色ある教育内容を継続的かつ効果的に実施してい
く必要がある。

今後の方向性

　28年度からは音楽コース、スポーツマネジメント科ともに３学年そろうこと
から、卒業後を視野に入れた教育内容を充実・発展させていく必要があ
る。また、運営の中で生じる課題を整理しながら、状況に見合った環境整
備を行っていく。

【所管：高校教育課】
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●重点取組３　生徒一人ひとりの能力を最大限に伸ばす教育の充実

点検項目 高大連携の推進

取組の概要
　相互の教育の充実を図るため、市立高校７校において高校から大学に
つながる教育内容・方法の研究や各大学との連携講座など、大学と高校
の連携を推進した。

自己評価

【評価】
　大学教員による高校生対象の講座を実施することで、大学で学ぶ動機
づけや生徒のキャリア形成に結びついている。
　また、大学教育につながっていく教育内容、方法の研究を図ることで、高
校教員の教育力が向上している。
【課題】
　事業の継続により効果が出てきている中で、趣旨や考え方などを大学と
高校との間で共有しながら、進めていく必要がある。

今後の方向性 　27年度は、市立高校全校での実施に向けて取り組む。

【所管：高校教育課】

点検項目 「キャリア教育コーディネーター」、「進学指導アドバイザー」の派遣

取組の概要

　生徒の希望する進路実現のため、進学指導重点校へ進学指導アドバイ
ザーを派遣できる外部機関の検討を行った。
　進学指導重点校４校に対して進学指導アドバイザー派遣による進学指
導体制診断等に関する説明を実施した。
　キャリア教育コーディネーターを学校に派遣するため、キャリア教育に関
するプログラム開発・支援について検討を行った。

自己評価

【評価】
　進学指導体制診断等を行うことができる外部機関の選定が行うことができ
た。
　進学指導重点校への事業説明及び連絡調整を行ったことで、27年度か
ら進学指導アドバイザーを進学指導重点校２校に派遣できる状態となっ
た。
【課題】
　進学指導アドバイザー、キャリア教育コーディネーターともに継続的に実
施していく必要がある。
　進学指導重点校で行った取組の成果を他の学校においても活用できる
環境整備を行っていく必要がある。

今後の方向性
　27年度以降も他の進学指導重点校へ進学指導アドバイザーを派遣でき
る体制を作っていくとともに、キャリア教育コーディネーターを各学校へ派
遣する体制を検討していく。

【所管：高校教育課】
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点検項目 公開授業の実施

取組の概要
　市立高校への市民の信頼と期待に応えるためにも、指導内容と指導方
法の改善を図る。そのため、教師の授業力向上を目的として、市立高校全
校で公開授業を年間を通して実施した。

自己評価

【評価】
　公開授業の実施により、個々の教員が自らの授業を見つめ直すととも
に、互いに授業を見せ合うことで、教員の授業力向上の意識が高まってい
る。
【課題】
　更に効果を高めるため、授業力向上に向けた校内研修を合わせて行う
必要がある。

今後の方向性
　27年度について、授業力向上とともに、グローバル人材育成に向けたプ
ログラム「Yokohama Global Learning」を視点とした授業を全教科で公開す
る。

【所管：高校教育課】
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【施策７　優れた人材の確保】

●重点取組１　優れた教職員の確保策の展開

点検項目 よこはま教師塾「アイ・カレッジ」による教員の確保・養成

取組の概要

　教員の大量退職・大量採用が続く中で、優れた人材を確保するため、「ア
イ・カレッジ」（注）塾生獲得の取組として、大学等における説明会を28回実
施し、前年度比91名増の269名が入塾試験を受験した（累計2,393人）。
　（注）本市の教員志望者に対し、学校が求める即戦力となる教員の確保と養成
 　　　　を目的とした教師塾

自己評価

【評価】
　入塾試験受験者の増加による入塾倍率の上昇が、より資質・能力の高い
塾生の獲得につながっている。
【課題】
　アイ・カレッジにおけるカリキュラムをより実践力を高めることのできるよう発
展させる必要がある。

今後の方向性
　27年度についても、引続き説明会を充実させていくとともに、広報等を工
夫して入塾試験の受験者増につなげていく。また、カリキュラムに市立学校
での活動を組み入れ、より実践力を高められる内容にしていく。

【所管：教職員育成課】

点検項目 教員採用試験実施における様々な取組

取組の概要

教員確保における取組
　・教員採用試験説明会の開催（157回）
　・採用前懇談会の実施（27年１月：238人）
　・学校見学会の開催（27年２月　３回実施：計75人）
試験における取組
　・インターネットによる申込の実施（応募者数 5,096人　全体の約88％）
　・福岡県で教員採用試験（一次）を実施（応募者数 522人　全体の
　　約９％）

自己評価

【評価】
　様々な人材確保策を展開したこともあり、約660人の募集に対し、応募者
数が5,774人と、成果をあげることができた。
【課題】
　多くの教員が定年退職を迎える期間が継続する中、優れた人材を多数
確保するため、説明会等の取組の充実や選考方法の改善に引き続き取り
組んでいく必要がある。

今後の方向性
　優れた人材を確保するため、引き続き、選考方法の改善を図るとともに、
広報活動を充実させるなど、首都圏を含め全国からの受験者を確保するた
めの取組をさらに推進していく。

【所管：教職員人事課】

目標２　誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します -尊敬される教師-
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点検項目 採用前研修の実施

取組の概要

　新規採用予定者（教諭、養護教諭、栄養教諭、学校事務職員）を対象
に、業務理解や社会人としての基礎等を学ぶための集合研修を実施する
とともに、インターネットを活用して、横浜市で実践されている教育の様子
等を紹介し、業務理解等を深めるきっかけとした。

自己評価

【評価】
　新採用教員等712名を対象として実施した結果、申込率は前年度を約10
ポイント上回る44.2％であり、５回にわたって開催した集合研修には、延べ
1,218名が参加した。研修を通して業務の理解を進めるとともに、同期教員
等との交流が不安解消につながり、４月からのスタートに備えることができ
た。
【課題】
　受講対象者について、市外出身者も多いことから、より参加率を高めてい
く工夫が必要である。

今後の方向性
　集合研修のほか、引き続きインターネットを効果的に活用し、ｅラーニング
を通して、より多くの採用予定者が研修を受講できるよう、充実させていく。

【所管：教職員育成課】

●重点取組２　大学と連携した教員の養成・確保

点検項目 教員の養成及び資質・能力向上を目的とする大学等との連携・協働

取組の概要

　経験の浅い教員が引き続き増加する傾向にある中、大学教育において、
学校現場の状況を踏まえた高い実践力や専門性を備えた教員の養成を
図るよう働きかけ、優れた人材の確保につなげるため、50の大学・専門学
校と連携・協働に関する協定を締結した。

自己評価

【評価】
　多くの大学と連携・協働することにより、教育実習やボランティアの受入シ
ステムを充実させることができた。（27年１月～３月の３か月間で、18校に対
し32人のボランティアを派遣）
【課題】
　連携大学全体に関わる取組から、今後は、各大学等の特性を活かした個
別の連携・協働の取組を図っていく必要がある。

今後の方向性
　大学等との連携、協働を更に進めるため、大学等から市立学校へのＯＪＴ
支援などの具体的な事業を幅広く展開していく。

【所管：教職員育成課】
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【施策８　教師力の向上】

●重点取組１　教師力向上のための研究・研修の仕組みづくり

点検項目 教務主任等ＯＪＴ推進者への研修の実施

取組の概要
　経験の浅い教員の実践力を早期に向上させるため、ＯＪＴ推進の中心とな
る教務主任、副校長やメンターチームのメンバーとなる５年・10年経験者な
どの中堅教員を対象に校内人材育成に関する研修の充実に取り組んだ。

自己評価

【評価】
　教務主任や副校長の働きかけにより、５年経験者研修受講者や10年経
験者研修受講者が、経験の浅い教員に意図的に関わることによってメン
ターチーム等のＯＪＴ活動が活性化しつつある。
【課題】
　OJTを一層推進するために、関連する研修を相互に結び付け、校外研修
で学んだことを校内で実践していく取組を更に強化していく必要がある。

今後の方向性

　ミドルリーダーとしてOJTを推進する役割を明確にするために、10年経験
者研修を人材育成マネジメント研修に再構築するとともに、教務主任や副
校長に対するOJT推進の理解を深めるため、より理解しやすい内容とし、
行動計画を作成することにより、研修の充実を図る。

【所管：教職員育成課】

点検項目 教員の研修履歴システムの構築

取組の概要
　各学校の管理職が人材育成に関わる指導に活用するため、各教員の研
修申込状況や研修履歴を庁内イントラネットを使用して把握できるよう、研
修履歴システムの年次研修の受講履歴データの整備を行った。

自己評価

【評価】
　研修履歴システムの年次研修の受講履歴データの整備を行い、稼働に
向けた準備を進めた。
【課題】
　研修履歴システムの格納データを整理し、学校現場においてより活用し
やすいシステムに改善を図る必要がある。

今後の方向性
　県費負担教職員の市費移管に伴い、構築予定の人事・給与システムと研
修履歴システムとの連動を27年度中に検討する。

【所管：教職員育成課】
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点検項目 初任教員への支援の充実

取組の概要

　初任教員に対する専属の指導教員が配置されていない学校に対して、
学校管理職ＯＢを、サポートボランティアとして１か月から２か月間派遣し、
初任教員がよりよいスタートをきれるよう、子どもへの関わり方、学習指導、
学級経営等に関する支援を行った。

自己評価

【評価】
　小学校及び中学校の合計95校に対して82名のボランティアを派遣したと
ころ、派遣先からは、初任教員が精神的支援やキャリア支援を受け、ス
ムーズに子どもたちに向き合うことができるようになった、などの評価を得て
いる。
【課題】
　学校現場では教育課題が山積し、校内で指導にあたる教員が多忙の状
況下にある。そのため、引き続き学校管理職ＯＢをボランティアとして確保
し、初任教員への支援を継続する必要がある。

今後の方向性
　大量採用が続き、初任者に対する学校内の指導体制が十分ではない状
況を踏まえ、初任教員への効果的な支援を継続し充実させていく。

【所管：教職員育成課】

点検項目 方面別学校教育事務所による教師力向上の取組

取組の概要

　経験の浅い教員や臨時的任用職員が増加する中で、教職員の資質・能
力の向上が課題となっている。そこで、経験値に富む実践者が提供する
「魅力ある、わかる、楽しい授業」を『匠』の授業として推奨し、それらの授業
を訪問して学ぶ機会として『匠』の授業訪問ツアーを実施した。
　◆訪問授業数・・・７授業
　◆ツアー参加者・・・188人

自己評価

【評価】
　優れた授業に直接触れる機会を設けたことで、参加した教員自らが気付
きと内省をもち、それぞれの資質・能力の向上につなげることができた。
【課題】
　より多くの教員に参加してもらえるよう、参加しやすい日程の調整や魅力
のある「『匠』の授業」を推奨する仕組みを整えていく必要がある。

今後の方向性
　27年度についても、引き続き積極的に広報を行い、『匠』の授業訪問ツ
アーの定着を図る。

【所管：北部学校教育事務所】
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●重点取組２　大学や民間企業と連携した教員の学びの支援

点検項目 海外研修派遣

取組の概要

　横浜で学ぶ子どもたちが、世界で活躍するための能力や異なる文化や
背景を持つ人々と協働できる能力を伸ばしていくために、指導する教員自
身がグローバルな視点を養うことができるよう、海外研修派遣（15人）を実施
した。

自己評価

【評価】
　海外研修派遣を行ったことで、グローバル人材を育成するために必要と
なる教員の資質・能力の向上はもとより、派遣が契機となり所属校と派遣先
の海外の学校とICTを活用した交流が始まった学校があるなどの成果が得
られた。
【課題】
　更に効果を上げるため、派遣教員に対し、英語による実践的コミュニケー
ション研修等、事前研修の充実が求められる。

今後の方向性
　事業を拡充し、派遣教員の人数を倍増（30人）する。また、派遣教員の英
語力のレベルに応じた事前研修や、異文化理解力向上の事前研修を充
実させる。

【所管：教職員育成課】

点検項目 企業等研修派遣

取組の概要

　学校に対するニーズや学校の抱える課題の多様化など、様々な課題に
対応するために必要となる、社会を捉える広い視野、グローバルな視点、
多様な価値観などを持った教員を育成するため、企業等へ研修派遣を実
施した。

自己評価

【評価】
　短期間（３～５日）の派遣にも関わらず、派遣者からは、「社会を見る視野
が広がった」「社会の一員であることを自覚し、世の中に貢献したいという思
いが強まった」「広い視野をもって、もっと学び続けていかなければならない
と感じた」などの報告を得ている。
　また、企業からは、派遣者が学校の様子や取組を紹介することで、相互
理解や学校教育への関心が深まるなどの効果も報告されている。
【課題】
　多様な価値観などを学び、幅広い視野を持つ教員を育成するためには、
研修成果を効果的に校内で共有する必要がある。

今後の方向性

　校内に企業等研修派遣を経験した教員や管理職が複数在籍し、ＯＪＴに
よる成果の共有等を通じて、組織的に様々な教育活動に対応していくこと
が重要であるため、30年度に向けて、少なくとも管理職１名に加え、教員が
複数人（３～４名）企業等研修派遣の経験者として各校に在籍するよう、企
業等研修派遣を一層推進していく。

【所管：教職員育成課】
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●重点取組３　教職員の心の健康の維持・向上

点検項目 メンタルヘルス研修の充実

取組の概要

　教職員の精神疾患の早期発見及び予防のため、学校長・校長代理のメ
ンタルヘルス対策の意識を高めることと、自らが学校内におけるメンタルヘ
ルス対策を行なえるようにラインケア研修を開催した。
　全ての学校長・校長代理を対象に全10回の研修を実施した。(全日程同
一の研修内容のため、10回のうちいずれか１回に出席）

自己評価

【評価】
　学校長・校長代理がメンタルヘルス対策に関する研修を受講し、コミュニ
ケーション面や業務上の工夫・取組を実施することにより、職場環境の改善
につながった。
【課題】
　研修内容が一律のため、次年度以降は内容の更なる充実が必要であ
る。また、学校行事、地域との会議等も多く、研修参加のための日程調整
に苦慮した学校長も多いため、工夫が必要である。

今後の方向性
　27年度は研修内容や実施回数等を検討したうえで、全校の管理職向けメ
ンタルヘルス研修を実施していく。

【所管：教職員厚生課】

点検項目 「メンタルヘルスセルフチェック」の実施

取組の概要

　教職員の精神疾患の予防や再発防止対策のため、22年度から５年をか
けて全校でメンタルヘルスチェック、カウンセリング及び全体講義等を実施
した。
（22年度：40校、23年度：100校、24年度：121校、25年度：130校で実施済）

自己評価

【評価】
　メンタルヘルスチェック及びカウンセリングを行ったことで、各教職員が自
身の性格やストレス状態に気づくきっかけになった。また、学校別の分析結
果からも自校のストレス傾向の把握につながり、メンタルヘルス対策の促進
につながっている。
【課題】
　メンタルヘルスチェックの回答及びカウンセリング内容の分析結果から、
教職員は業務の負担感が強く、人間関係における悩みも多いという状況と
なっている。職場環境の改善につながるよう、学校長等へのメンタルヘルス
対策の情報提供や研修等の取組が必要である。

今後の方向性

　27年度以降は全教職員を対象に毎年一回ストレスチェックを行い、結果
を各個人に通知するとともに、メンタルヘルス不調のリスクの高い教職員へ
面接指導を勧奨する。また、学校ごとの分析結果に基づき、各学校で職場
環境の改善につながる取組を進める。

【所管：教職員厚生課】
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点検項目 復職者の支援

取組の概要

　精神疾患による休職から復職する際の円滑な職場復帰を支援し、病気の
再発を防止することを目的に、必要と認められた学校に、復職後８週間の
非常勤講師を配置した。
　全ての復職予定者に担当ソーシャルワーカーが関わり、復職支援を実施
した。

自己評価

【評価】
　非常勤講師配置を行ったことで、ゆるやかな職場復帰が可能となり、復職
者並びに学校へのサポートとして効果が得られた。
　復職予定者にソーシャルワーカーが関わることで、より専門的・計画的な
復職支援が実施でき、円滑な就業準備につながった。
【課題】
　非常勤講師を配置することで、業務軽減を図りやすくなり、復職者支援と
して一定の効果が得られたものの、期間が指定されている等の理由により
講師の確保が難しく、必要校の一部に配置ができない状況が生じ、改善が
必要である。
　より効果を上げるため、早い段階で非常勤講師配置事業及びソーシャル
ワーカーの役割を学校に情報提供し、学校管理職と連携しながら復職予
定者を支援していくことが必要である。

今後の方向性
　27年度についても、引き続き、必要校への非常勤講師の配置及び復職
予定者全員にソーシャルワーカーが関わり、復職支援を実施していく。

【所管：教職員厚生課】

34



35



【施策９　チーム力を活かした学校運営の推進】

●重点取組１　校長、副校長のマネジメント力の向上

点検項目 「中期学校経営方針」に基づく学校経営

取組の概要

　「横浜市学校評価ガイド＜24年度改訂版＞」に基づき、各校は、学校経
営方針及び達成目標等を明示した「中期学校経営方針」を策定し、学校
経営の推進と共に、学校評価を実施した。また、年度末に学校評価報告書
を作成し、必要に応じて「中期学校経営方針」を修正した。

自己評価

【評価】
　「中期学校経営方針」は全小・中・特別支援学校において策定され、それ
に基づく学校経営が定着した。また、その実現状況や課題を整理すること
で、教育委員会事務局によるきめ細かな学校支援が行われた。
【課題】
　より実効性のある学校運営と学校評価を実現するために、「中期学校経
営方針」に盛り込むべき内容について、検討する必要がある。

今後の方向性
　現行の「中期学校経営方針」は26年度末までとなっているので、27年度
中に「横浜市学校評価ガイド＜27年度改訂版＞（仮）」を策定し、中期学校
経営方針の様式を改善する。

【所管：指導企画課】

●重点取組２　学校の情報発信による保護者や地域の理解促進

点検項目 「学校評価ガイド」の改訂

取組の概要

　26年度の主な取組としては、学校評価シンポジウム（12月26日）と教育実
践フォーラム（1月17日）の開催、年３回の学校評価ニュースの発行、学校
経営推進会議等での学校評価に関する研修の実施などがある。「中期学
校経営方針」と「学校評価報告書」に基づく教育委員会事務局による学校
支援を継続的に実施した。

自己評価

【評価】
　「横浜市学校評価ガイド＜24年度改訂版＞」の主旨に則り、「中期学校経
営方針」に基づく「学校評価」を全校で実施した。また、３年間を１枚にまと
める学校評価報告書の様式が定着し、ＰＤＣＡサイクルに基づいた学校評
価の推進に効果があった。
【課題】
　「学校評価ガイド＜27年度改訂版＞」の策定に向け、実効性のある学校
評価に資する各校のニーズにあった「中期学校経営方針」の様式を検討
する。

今後の方向性
　現行の「中期学校経営方針」や「学校評価報告書」の効果を検証し、必
要に応じ様式を変更すると共に、「学校評価ガイド＜27年度改訂版＞」を
策定する。

【所管：指導企画課】

目標３　学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します　-信頼される学校-
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点検項目 学校ウェブページの更新による積極的な情報発信

取組の概要

　各学校が継続的な情報発信を行い、保護者や地域の理解と協力を得て
学校運営を推進するために、学校ウェブページを月１回以上更新している
学校の割合（58.0％）の向上に向けた支援を行った。
　学校ウェブページの作成・更新に関する夏季集合研修、講師派遣研修を
実施した。
　学校ウェブページを簡易に作成・更新するシステム（ＣＭＳ）の導入支援
を実施した。（26年度末で小学校110校、中学校32校、特別支援学校1校、
計143校が導入済）

自己評価

【評価】
　様々な研修、CMSの導入を実施することで、学校ウェブページを月１回以
上更新している学校の割合は、25年度から上昇して74.8％となり、継続的
な情報発信に取り組んでいる学校が増加した。
【課題】
　更新が滞っている学校に対しては、学校情報を定期的に発信する意義を
理解してもらうとともに、作成・更新に関する支援を行う必要がある。

今後の方向性
　引き続き学校ウェブページを簡易に作成・更新するシステム（ＣＭＳ）の導
入支援を実施し、継続的な情報発信の取組をサポートしていく。

【所管：指導主事室】

●重点取組３　教職員の負担軽減に向けた取組

点検項目 非常勤講師の配置

取組の概要
　小学校及び中学校において、集団での行動や授業への集中などが困難
な児童生徒へきめ細かな対応を行うなど、円滑な学級運営を支援するた
め、216校に非常勤講師を配置した。

自己評価

【評価】
　非常勤講師を配置することで、個々に応じた対応が可能となり、学級が落
ち着いた。また、学校生活に不安や困難があった児童・生徒に対し、きめ
細かに関わることができ、学級運営が円滑に進むことで、安全で安心した
学校生活が送れるようになった。
【課題】
　学級運営を円滑に行うことができるよう、迅速に支援をするために、引き
続き学校の状況を的確に把握する必要がある。

今後の方向性
　引き続き、対象を小学校及び中学校とし、200校に非常勤講師を配置す
る予定。非常勤講師を配置することで、子どもたちへのきめ細かな対応を
行い、信頼される学校づくりを目指す。

【所管：教職員人事課】
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点検項目 アシスタントティーチャーの派遣

取組の概要
　小学校及び中学校209校に、230人のアシスタントティーチャー（教員志
望の学生ボランティア）を派遣した。

自己評価

【評価】
　教員のアシスタントとしてボランティアを派遣することにより、教育活動の
支援を行うことができた。また、教員志望の学生にとっては、実際に学校で
活動することにより、教育現場を直に体験することができた。
【課題】
　学生の都合に合わせざるを得ないため、活動日数が限られてしまう場合
があった。

今後の方向性
　引き続き、大学などと連携して、アシスタントティーチャー200人を確保し、
実際の学校における教育活動支援を通した実践力の養成を図り、質の高
い優秀な人材確保にも役立てていく。

【所管：教職員人事課】

点検項目 スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置

取組の概要

　各学校教育事務所にスクールソーシャルワーカーを3人配置（合計12名）
し、いじめや不登校、暴力行為、児童虐待など、児童生徒が置かれた様々
な環境の問題に対して、福祉に関する知識や技術を用いて働きかけ、校
内ケース会議での助言や校内体制づくりの支援、児童相談所、区役所な
ど関係機関との連携・調整を図った。

自己評価

【評価】
　不登校児童生徒の家庭への対応や、虐待が疑われる場合に、スクール
ソーシャルワーカーが区役所や児童相談所等の関係機関と情報の橋渡し
をしたことで早期解決につながったケースなど、派遣した学校の約80％
で、課題の改善に向けた効果があった。
【課題】
　学校の課題は複雑多岐にわたることから、教育と福祉の両分野の専門知
識と技術を身に付けた人材の確保が必要である。

今後の方向性

　虐待や貧困など、子どもたちを取り巻く課題の背景には家庭や社会の要
因も多く含まれており、学校だけでは解決が難しい課題に対応していくた
め、専門性の高い優秀な人材の確保や配置人数の拡大など、支援体制を
検討する。27年度は、18名体制とすることで、各区の担当を明確にし、学校
と区役所等の関係機関との連携を深めていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】
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点検項目 学校栄養職員未配置校への栄養士有資格者（非常勤）の配置

取組の概要

　学校栄養職員未配置校における食物アレルギーや衛生管理などへの対
応の充実、未配置校における教職員の負担軽減を図るため、栄養士未配
置校のうち食物アレルギー対応が困難な小学校を中心に、延べ51校に対
し栄養士資格者（非常勤）を配置した。

自己評価

【評価】
　 26年度は、48校から60校へと12校の配置校拡大を目指し、ホームペー
ジの活用や栄養士養成学校への募集などの働き掛けにより11名を採用し
たが、退職等により51校への配置となった。
   非常勤栄養士を配置することで、食物アレルギー対応等専門的できめ
細やかな対応が可能となった。
【課題】
　非常勤栄養士は市や県のホームページに募集案内を掲載するなど、随
時募集をしているが、週３日以内の勤務日や給与面などで希望と合わない
場合もあり、今後の配置校の増加に伴う人材確保に困難がある。

今後の方向性
　食物アレルギー対応が困難な小学校への非常勤栄養士の配置を増や
すとともに、非常勤栄養士の募集先をこれまで以上に広げ人材確保に努
めていく。

【所管：健康教育課】

点検項目 学校における共通物品制度実施

取組の概要
　学校現場の事務負担の軽減を図る目的で、共通物品制度の導入を検討
する。26年度は、他都市の導入状況を調査するとともに、横浜市の共通物
品制度の運用方法等の確認を行った。

自己評価

【評価】
　横浜市だけでなく、他都市の現状も把握できたことで、制度設計の検討
を進めるための環境を整えることができた。
【課題】
　共通物品制度の導入にあたっては、仕組みを構築するための経費や事
務手続きの流れ等を段階的に整理し、検討していく必要がある。

今後の方向性
　他都市の実施方法等も参考にしながら、効率的かつ継続的な運用方法
について引き続き検討していく。

【所管：総務課・教育政策推進課】
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●重点取組４　県費負担教職員の市費移管への対応

点検項目 県費負担教職員の市費移管に伴う教職員の勤務条件等の制度設計

取組の概要
　29年度を目途に県費負担教職員の給与負担等が道府県から指定都市
へ移管されることから、教職員の勤務条件等の制度について現状分析及
び移管後の制度の方向性の検討を行った。

自己評価

【評価】
　教職員に係る勤務条件等の諸制度について、県と市それぞれの現状分
析を行ったことで、制度の差異が明確となり、移管後の制度設計の準備を
整えることができた。
【課題】
　26年度の分析結果を踏まえ、勤務条件等の制度の骨格づくりやそれに
伴う細部の検討が必要となる。また、関係各所と円滑で確実な移管に向け
た調整が必要である。

今後の方向性
　27年度についても、円滑で確実な移管を実現するため、引き続き勤務条
件等の制度設計やそれに伴う細部の検討を行う。

【所管：教職員厚生課】
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【施策10　学校教育事務所の機能強化による学校支援】

●重点取組１　自主的・自律的な学校運営のための支援

点検項目 方面別学校教育事務所の学校訪問等による支援

取組の概要

　教育課程の運営改善や授業改善への支援・指導をはじめ、学校からの
様々な相談・課題にもきめ細かく対応するため、指導主事による学校訪問
を実施した。
　また、社会福祉や学校経営に関する専門知識を有するスクールソーシャ
ルワーカー、学校支援員が課題を抱えた子どもたちや学校へ効果的に支
援を行った。多様化する学校課題の未然防止・早期解決に向け、「学校課
題解決支援チーム」としてきめ細やかな対応に取り組んだ。
・通年（定期的）・随時（行事等）・臨時（緊急対応）訪問を合わせ3,541回
・学校からの要請を受け1,780回訪問

自己評価

【評価】
　学校担当指導主事による学校状況の把握、教職員の授業力向上やきめ
細かな教育活動支援を行うことができた。また、課題別担当指導主事やス
クールソーシャルワーカー、学校支援員等が加わり、学校課題解決支援
チームとして機能したことで、迅速な課題解決に貢献した。
【課題】
　学校支援を充実させるためには、指導主事の専門性や指導力をより向上
させる必要がある。教育委員会全体の施策理解、学校支援や事例検討、
研修などの充実・強化により総合的な力を持った指導主事の育成が求めら
れる。

今後の方向性

　２７年度にスクールソーシャルワーカーを増員し、スクールスーパーバイ
ザーや課題解決支援専門家とともに、学校の課題解決に向け更に充実し
た支援と迅速な支援チーム派遣を図っていく。
　また、全体指導主事会議において教育委員会全体の施策理解を深め、
実際の学校支援や各学校教育事務所指導主事室の研修等でのＯＪＴによ
り総合的な指導力を持った指導主事の育成を図っていく。

【所管：学校教育事務所指導主事室】
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点検項目 方面別学校運営サポート事業の実施（東部学校教育事務所）

取組の概要

　日本語指導を必要とする児童生徒支援のため、学校と事務所、区役所
や国際交流ラウンジ等が連携して日本語学習支援等を行った。
　◆夏季学習会…15回　延べ443名の児童生徒参加
　◆夏季特別ガイダンス…２回
　◆スクールガイダンス（中区）…57件対応
　◆放課後学習支援…中区45名、南区24名受入
　◆母語支援サポーターの派遣（中区）…95件
　◆母国語の書籍配付（南区）…42冊

自己評価

【評価】
　日本語指導を必要とする児童生徒や保護者に対する幅広い支援を行う
ことができた。
【課題】
　増加する日本語指導が必要な児童生徒に対し、学習支援等を行うボラン
ティアが足りていない状況にあるので、ボランティアの養成が必要である。

今後の方向性
　東部学校教育事務所のほか中区、南区、小中学校、国際交流ラウンジな
どで構成する「ネットワーク会議」を通じ情報交換を行い、より良い効果的な
方策を検討していく。

【所管：東部学校教育事務所】

点検項目 方面別学校運営サポート事業の実施（西部学校教育事務所）

取組の概要

　「横浜市学力・学習状況調査（以下「市学状」）」の効果的な活用を通し
て、地域や児童生徒の実態を踏まえた授業改善、学力向上を図るため、
25年度に引き続き次の２事業を実施した。
【横浜市学力・学習状況調査活用ゼミナール（以下「学状ゼミ」）】
　外部講師を招いた学状ゼミを年５回実施するとともに、26年度は新たに
外部講師を７校に派遣して出張ゼミを行った。また、シンポジウム（27年１
月）を実施し、成果や課題を発信した。
【学習･生活支援事例集（以下「事例集」）】
　区役所や大学、NPO等による学習・生活支援の実施状況を把握し、その
効果的な活用をまとめた事例集（25年度発行）の周知徹底を図るため、シ
ンポジウム（同上）で関係機関を招き、パネルディスカッション等を行った。
　学生や地域人材を活用して授業中や放課後等に児童・生徒へ学習支援
することを目的として、「学習支援ボランティア活用支援事業」を新規に実
施し、19校（延べ260回）を支援した。

自己評価

【評価】
　「学状ゼミ」では、実践結果を西部域内の各学校に広げ、授業改善や学
校運営改善への支援をさらに図ることができた。
　「事例集」については、シンポジウムの開催により周知が図られるととも
に、関係機関と学校双方の理解が深まった。
　「学習支援ボランティア活用支援事業」では、個々に応じた支援を行うこ
とで、児童生徒の学習や生活環境を整えることができた。
【課題】
　「市学状」活用についての研究を進めている学校の研究の実践や成果
を、西部域内全校、さらには市全体に発信する必要がある。

今後の方向性
　「学状ゼミ」モデル校の実践事例を参考に、西部域内全校で学習指導や
学校経営の改善を実施していく。また、「学状ゼミ」や「事例集」の成果をま
とめ、市全体に発信していく。

【所管：西部学校教育事務所】
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点検項目 方面別学校運営サポート事業の実施（南部学校教育事務所）

取組の概要

　いじめの未然防止という観点から、自己有用感を高め豊かな人間関係を
築くことができる子どもの育成のため、豊かな自然や歴史遺産などの南部
方面の地域特性を生かした『横浜の時間』の充実のための教育活動支援
を行った。

自己評価

【評価】
　取組校において、『横浜の時間』の充実が図られ、Ｙ−Ｐアセスメント（注）
の結果から「共感・配慮」領域等での肯定回答が増え、自己肯定感や仲間
意識が高まるなど、子どもたちの変容に大きな成果があった。また学力の
向上にもつながることが実感でき、取組に携わった教師にはカリキュラムマ
ネジメント力の向上にもなった。さらに、「研究会」を立ち上げ、取組研究や
成果を、南部地域の多くの教師と共有した。
【課題】
　取組校の成果を、より多くの南部地域の学校、教師に広げ共有すること
が大切である。さらに「豊かな自然と歴史」以外にも、南部地域の学校を取
り巻く環境には多様な姿がある。それらの活用も含めて考えていきたい。ま
た、中学校における『横浜の時間』の理解をさらに広め、活動の充実を図っ
ていくことが大変重要である。
（注）子どもたちへの学校生活に関するアンケートや、教師による学級の状況の
　　　 評価等を総合した、教師がチームで話し合う「支援検討会」のデータ

今後の方向性

　取組校をさらに拡大し、南部５区それぞれの地域特色や良さを生かした
支援を充実させる。
　外部講師を委嘱し、具体性を持ち、段階的に学習できるよう、細やかな支
援を充実させる。
　講師を交えて報告会を開催し、取組研究及び成果の共有をさらに充実さ
せる。
　南部学校教育事務所全指導主事で研修をもち、全員で本事業を進め
る。

【所管：南部学校教育事務所】

点検項目 方面別学校運営サポート事業の実施（北部学校教育事務所）

取組の概要

　危機管理、児童生徒理解等をテーマに、「専門家による、先生と学校の
ためのスキルアップ講座」を実施した。学校を会場とすることで、実施校及
び近隣校の多くの教職員が受講できるよう配慮しつつ、実践的な講義・演
習を通して、各学校の課題解決を支援する。
　◆実施講座・・・55講座
　◆講師数・・・19人
　◆受講者数・・・2,104人

自己評価

【評価】
　実施校が当日の運営に携わることで、教職員の人材育成を図りつつ、学
校の主体的な研修を実施することができた。また、研修成果を組織的な実
践に結びつけることができた。
【課題】
　より多くの学校で実施できるよう、効果的な広報が必要である。

今後の方向性
　募集時期やプログラム等の見直しを行いながら、引き続き同様の手法で
事業を実施していく。

【所管：北部学校教育事務所】
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点検項目 学校自主企画事業の実施

取組の概要

　学校の自主自律的な経営を促すことを目的に学校が企画した取組に対
し、予算を配当し、運営上の助言などの支援を行った。また、事務所だより
で事業を紹介した。
　事業実施校数（応募校数）・・・東部８校（21校）、西部10校（13校）、南部５
校（８校）、北部３校（13校）

自己評価

【評価】
　各学校の課題に応じた事業に対し、支援を行ったことで、適確できめ細
かな学校運営の支援につながった。
【課題】
　事業実施校に対しては、一定の成果があったものの、更に事業を理解し
てもらうためＰＲが必要である。
　単年度の取組ではなかなか成果が見えない課題に対する継続的な支援
が望まれる。

今後の方向性
　今後も各学校で企画した取組について支援を行うとともに、成果・実績に
ついて他の学校へ広く情報提供を行う。

【所管：学校教育事務所指導主事室】

点検項目 授業改善支援センター（ハマ・アップ）の運営

取組の概要

　学校に身近な場所で、よりよい授業づくりや、学級づくりをサポートするた
めに、４か所の授業改善支援センター（ハマ・アップ）における、教員の授
業力向上を支援する「授業づくり講座」の実施、教育関係図書や指導案等
開架資料の充実、相談体制の充実、各学校の校内研修への支援体制強
化を推進した。また、広報物の発行やメール配信、ホームページの充実な
ど事業の周知に努めた。

自己評価

【評価】
　26年度の利用者は前年度5,002人増の19,776人となり、経験年数の少な
い教員を対象とした学級づくり講座や、各方面教育事務所のオリジナル講
座の実施、教育活動に関する各種相談の実施などにより、多くの教員の授
業力・教師力向上を支援することができた。
【課題】
　26年度は利用者数が大幅増となったが、引き続きニーズの把握や事業
の周知徹底が必要である。

今後の方向性
　引き続き、教員の授業力向上等に向け、教員等のニーズや本市教育課
題に応じた事業展開を工夫していく。

【所管：学校教育事務所指導主事室】
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【施策11　子どもの成長を社会全体で支える体制づくり】

●重点取組１　地域の人材を活かした学校運営の推進

点検項目 学校・地域コーディネーターの配置

取組の概要

　学校や地域の状況に応じて、地域住民などが主体的な担い手として学校
と地域をつなぐ役割を担う「学校・地域コーディネーター」の養成講座を開
催し、26年度は62校97名（うち新規17校）が参加した。19年度から開始した
講座の受講者は518名となり、181校で活動している。

自己評価

【評価】
　学校支援ボランティアの調整や、教育活動・地域活動の充実につながる
ような企画・提案など、学校と地域をつなぐ役割を担い機能している。
【課題】
　学校・地域コーディネーターの養成に加え、活動中の学校・地域コーディ
ネーターのフォローアップや、活動校に対し支援・助言等を行い、学校・地
域コーディネーターを核とした地域連携を推進するなど、継続的な仕組み
づくりが必要である。

今後の方向性

　27年度についても、学校・地域コーディネーター養成講座を開催し、新
規20校を目安に、学校と地域の実情に応じて学校・地域コーディネーター
を配置する。
　また、活動中のコーディネーターのフォローアップについて充実してい
く。

【所管：学校支援・地域連携課】

点検項目 地域交流室の整備

取組の概要
　学校と地域の交流や連携を推進するため、既存の学校施設を活用し、軽
易な改修で拠点となる「地域交流室」を新規に25校（計351校）整備した。

自己評価

【評価】
　学校教育ボランティアの活動拠点や学校運営協議会の会場などに利用
されており、学校と地域の交流・連携に寄与している。
【課題】
　地域交流室未整備の学校からは、設置のニーズが高い。しかし、空き教
室等のスペースがないため設置ができない学校が多くある。

今後の方向性 　27年度についても、新規17校に地域交流室を整備する。

【所管：学校支援・地域連携課】

目標４　家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います
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●重点取組２　児童生徒の地域活動への参加促進

点検項目 地域防災拠点訓練等への児童生徒の参加

取組の概要

　地域と協力して学校運営をすると共に、自助･共助の意識を高めるため
に、児童生徒が地域にかかわる場を作る。
・学校安全教育推進校において、地域・保護者と連携した地域防災拠点
  訓練を実施した。
・実効性のある地域防災訓練の在り方（二つ橋小学校）など具体例をパ
  ワーポイントと配付資料で学校安全研修において全校に発信した。

自己評価

【評価】
　今年度から設置した学校安全教育推進校８校と連携をとりながら具体的
な実践事例の発信に努めた。根岸小学校・根岸中学校で地域の幼稚園・
保育所と連携した取組を実施するなどして、児童生徒の防災に対する関心
が高まった。
【課題】
　地域防災拠点訓練に児童生徒が参加する校数が減少しているので26年
度の取組について、引き続き参加を呼びかけていく必要がある。

今後の方向性
　27年度も学校安全教育推進校を新規に８校設置、合計16校となるので、
そこを拠点に学校・地域・保護者との連携を図った地域防災拠点訓練が広
がるよう、児童生徒の参加率を上げるための取組を推進していく。

【所管：指導企画課】

●重点取組３　家庭の教育力向上のための支援

点検項目 学齢期の子どもを持つ「親の交流の場づくり事業」の実施

取組の概要

　効果的な家庭教育の支援策について検討するため、こども青少年局と連
携し、モデル事業校４校において、保護者が集まりやすい「はまっ子ふれあ
いスクール」や「放課後キッズクラブ」を活用し、子育てや家庭教育の悩み
やその解決方法などについて、ヒアリングやアンケート調査を実施した。

自己評価

【評価】
　ヒアリングなどを通して、「初対面では話しにくかったが、イベントなどを通
じて気心が知れる関係がつくれてからはいろいろな悩みも話せるようになっ
た。」また、「親子参加のイベントは、普段イベント等に参加しない保護者の
参加を促すには効果的である。」などの声を聴くことができた。
【課題】
　効果的な家庭教育の支援策として、学校や地域と連携して、地域社会の
中で支え合えるネットワークをつくっていくことが重要である。

今後の方向性

　27年度は学校や地域の協力を得ながら、親子で楽しむことができる事業
を通じて、親同士、あるいは地域の中につながるきっかけづくりのためのモ
デル事業を実施し、既存事業などを再構築することにより、新規事業につ
なげていく。

【所管：生涯学習文化財課】
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点検項目
ＮＰＯ法人や社会福祉法人、大学等が実施する

放課後における学習・生活支援事業の情報収集・発信

取組の概要
　児童生徒への支援の幅を広げるため各区で実施している「寄り添い型学
習等支援事業」等の学習・生活支援事業の実施状況について情報収集し
た。また、「事例集」等で、関係機関の取組状況を学校へ発信した。

自己評価

【評価】
　学校教育事務所を拠点とした情報収集・発信により、関係機関と学校双
方の理解が深まった。
【課題】
　全学校教育事務所で情報発信を進めていく必要がある。また、より効果
を上げるため、「寄り添い型学習等支援事業」以外の事業についても情報
収集が必要である。

今後の方向性
　各関係機関で実施している学習・生活支援事業をより多くの学校で活用
できるよう引き続き情報収集するとともに、学校への情報提供も実施してい
く。

【所管：学校教育事務所指導主事室】

点検項目 　警察等との連携による児童生徒支援

取組の概要

　児童生徒の健全育成や非行防止、犯罪被害防止を図るため、学校や警
察等の関係機関が一堂に会する「児童・生徒指導中央協議会」を開催する
とともに、「学校・警察連絡協議会」に参加した。また、児童生徒が自らの規
範意識の醸成を目的に「非行・被害防止サミット」等に参加した。

自己評価

【評価】
　学校と警察が相互に情報共有を行うことで、学校や保護者、警察の連携
が進み、児童生徒の非行防止や生活改善等の問題行動の未然防止、早
期発見、早期対応及び再発防止につながった。特に小学校では、児童支
援専任教諭の全校配置完了によって連携強化が進み、児童への支援が
充実した。
【課題】
　社会状況や家庭環境の変化により、児童生徒を取り巻く状況は複雑化・
多様化している。問題行動等に対する適切な支援・指導を行っていくため
には、警察との更なる連携が必要である。

今後の方向性
　引き続き、「児童・生徒指導中央協議会」の実施、「学校・警察連絡協議
会」への参加等により、情報共有や連携の強化を図っていく。

【所管：人権教育・児童生徒課】

●重点取組４　区役所や児童相談所、療育センター、警察や関係機関との連携による児童生徒支援

48



49



【施策12　教育環境の整備】

●重点取組１　安全で安心な教育環境の整備

点検項目 児童生徒用の飲食料等の配備

取組の概要
　災害時の児童生徒の留め置きに備え、非常用飲食料等の備蓄品を、全
市立学校へ段階的に配備した。（累計407校）

自己評価

【評価】
　防災備蓄品を配備することで、災害等発生時に、各学校で児童生徒を
安全に留め置くことが可能となる備えができた。
【課題】
　災害はいつ起こるか分からないため、早急に配備する必要があるが、段
階的に配備せざるを得ない状況である。
　また、賞味期限の定められている消耗品等については、今後、定期的な
交換等の対応が必要となる。

今後の方向性
　当初目標に掲げていた段階的配備を１年前倒しして、27年度末までに学
校への防災備蓄品配備を実施する。

【所管：総務課】

点検項目 市立学校の耐震対策の実施

取組の概要
　横浜市耐震改修促進計画に基づき、児童生徒の安全を確保するため、
26年度は50校59棟の学校施設の耐震化補強工事を実施した。

自己評価

【評価】
　耐震化補強工事を予定どおり実施し、次年度の取組につなげることがで
きた。
【課題】
　27年度の完了に向けて、着実に事業を進める必要がある。

今後の方向性
　27年度までに学校施設の耐震化を完了させる。（27年度は33校39棟の
耐震補強工事を実施予定）

【所管：教育施設課】

目標５　子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します
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点検項目 市立学校特別教室への空調設備の設置

取組の概要
　より良い学習環境を児童生徒に提供するため、市立学校24校（既存設置
校を除く）の図書室・理科室・美術室（小学校は図工室）・調理室（小学校
は家庭科室）の４つの特別教室に空調設備を設置した。

自己評価

【評価】
　計画どおり24校（累計46校）の整備を行うことで、学校における学習環境
の改善を着実に推進できた。
【課題】
　30年度の完了(全校整備)に向けて、着実に事業を進める必要がある。

今後の方向性
　30年度までに全校の特別教室への空調設備の設置を完了させる。（27
年度は48校の設置工事を実施予定）

【所管：教育施設課】

●重点取組２　学校規模の適正化

点検項目 本町小学校第二方面校（仮称）の設置に向けた取組

取組の概要

　本町小学校では、北仲通北地区開発の計画変更や通学区域内のマン
ション増加に伴い、30年４月から40年３月の間で、児童を受け入れられなく
なる見込みである。また、みなとみらい21地区の業務・商業機能の集積へ
の影響も考慮して、30年４月から10年間、本町小学校第二方面校（仮称）
をみなとみらい21地区57街区の一部に設置する。
・30年４月の開校に向け、公共事業評価（事前評価）を行った。
・基本設計を実施するにあたり、設計条件の技術審査を受け、検討事項と
　して挙がったプロポーザルでの提案内容の調整などを反映した。
・学校規模の確定に必要な通学区域を決定するため、本町小学校第二方
  面校開校準備部会を立ち上げ、２回実施した。

自己評価

【評価】
　公共事業評価（事前評価）の結果、意見具申なしで事業実施が確定し
た。プロポーザル方式（注）での提案内容に10年限定を盛り込むことで、よ
り具体的にコスト削減について検討できた。
　（注）受託候補者に委託に係る実施方針等を提案してもらい、その中から優れ
　　　　 た提案を行った者を選定する契約方式
【課題】
　事業を計画してから開校まで期間がないことから、すべての手続きを速
やかに進める必要がある。

今後の方向性 　28年度に工事着工するため、27年度は実施設計まで進めていく。

【所管：学校計画課】
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点検項目
学校規模の適正化に向けた小規模校対策の推進

（上郷中学校・庄戸中学校の学校統合）

取組の概要

　生徒数の減少に伴う小規模校の課題を解消し、教育環境の向上を図る
ため、学校規模適正化の一環として、上郷中学校と庄戸中学校の統合を
するにあたり、生徒交流や授業・行事の摺り合わせなどの準備事務を行っ
た。

自己評価

【評価】
　統合校となる上郷中学校の校舎を内部改修し、統合後の生徒受け入れ
環境を整備した。また、両校のコミュニケーションを深める取組として、部活
動や生徒会での生徒交流や、統合後の授業・行事の摺り合わせを行うな
ど、学校統合に関する準備事務を円滑に進め、27年４月に統合校が開校
した。
【課題】
　今後も小規模校対策が必要な地区が出てきた場合には、地域・保護者
の理解と協力を得られるよう、慎重に検討を進めていく。

今後の方向性
　児童生徒数が減少傾向にある学校について、まちづくりの視点を踏ま
え、地域の実情に応じた対応を進める。

【所管：学校計画課】
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【施策13　市民の学習活動の支援】

●重点取組１　地域の特性に応じた読書活動の推進

点検項目 横浜市民の読書活動の推進

取組の概要

　区・図書館・学校が連携し、各区の地域性に応じた読書活動に関する
「区の活動目標」を全区で策定した。
　読書活動を推進する契機とするため、26年11月２日（日）にパシフィコ横
浜会議センターにおいて、読書活動推進ネットワークフォーラム「横浜読書
百貨展」を開催した。

自己評価

【評価】
　区との情報共有会議を定期的に開催し、区や図書館等との連絡調整や
支援に努めた結果、各区での活動目標が円滑に策定された。
　11月２日（日）に開催したフォーラムでは予想を上回る市民の参加（延べ
3600人）があり、読書活動の特徴として、多世代の交流ができること、多様
な事業手法があること、地域には層の厚いボランティアや活動団体がある
こと、担い手自身も活動を楽しんでいることなどが分かった。
【課題】
　条例初年度の読書活動推進月間には教育委員会でフォーラムを開催し
たが、地域全体で読書活動を推進していくために、区の取組をはじめ、民
間事業者の協力も得て全市的に取り組んでいく必要がある。

今後の方向性

　各区において、区・図書館・学校が連携し、地域特性を踏まえた活動目
標に基づき、地域全体で読書活動が推進されるよう引き続き、連絡調整や
支援に努めていく。
　11月の読書活動推進月間を通じて、より多くの方が読書に親しみ、読書
を楽しむことができるよう、区の取組と合わせた広報活動等により働きかけ
るとともに、民間事業者等との協力を働きかけるなど、全市的な取組を行っ
ていく。

【所管：生涯学習文化財課】
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点検項目 読書活動を支えるボランティア向けの講座開催

取組の概要

　読書活動を支えるボランティアの担い手支援のため、読み聞かせや図書
の修理などボランティア向けの講座を55回実施した。
　ボランティア向け講座実施および募集では、より対象者へ明確に情報を
届けるため、広報媒体として、ボランティア向けメールマガジンを26年度よ
り開始した。

自己評価

【評価】
　地域での読み聞かせ（方法や本の選び方）や図書の修理（フィルムをか
ける方法など）など、ボランティア向けの講座を地域のニーズに沿って行っ
た。その結果、特に読み聞かせ講座が前年度より10回増えた。
【課題】
　より効果を上げるため、各地域ニーズに適したボランティア講座の開催と
広報については、各関係機関との連携が必要である。

今後の方向性
　27年度についても、読書活動を支える担い手を拡大していくために、講
座開催回数を拡大していく。

【所管：企画運営課】

点検項目 図書館と地域が連携した企画事業等の実施

取組の概要
　横浜市民読書活動推進計画や各区の読書活動推進目標に基づき、各
区の状況に応じて、地域のボランティア等と協働した講座、講演会を35件
実施した。

自己評価

【評価】
　子どもの読書活動の推進のために、幼稚園や子育て支援拠点などと連
携して読み聞かせ講座などを行った。また、郷土史に関する講演（講師は
区の歴史同好会より）など、地域のボランティア等と協働した講座、講演会
を実施した。
【課題】
　今後は、区役所等と連携しながら、高齢者などの支援に携わる地域団体
とも連携を深めていく必要がある。

今後の方向性
　27年度についても、より地域と連携した企画事業を推進するため、地域
のボランティア等と協働した企画事業回数を拡大していく。

【所管：企画運営課】
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点検項目
区の活動方針に合わせた読書活動団体等との

ネットワークづくりのための交流会の実施

取組の概要

　横浜市民読書活動推進計画に基づき、26年度に各区が読書活動推進
目標を策定したことに伴い、読書活動団体を支援するため、交流会の開催
に向けて取り組んだ。
　取組開始の初年度は、図書館に関わるボランティアを中心に、10館がボ
ランティア交流会を実施した。

自己評価

【評価】
　交流会を実施したことで、読書活動団体が日頃抱えている課題などを情
報共有することができた。
【課題】
　今後は、図書館に関わるボランティア以外を含めた交流会開催を行って
いくために、各区役所等との連携が必要である。
　より多くの読書活動団体等に参加を促すため、開催時期や広報につい
て、各区役所等との調整が必要である。

今後の方向性
　27年度についても、より読書団体等のネットワークづくりが広がるよう、ボ
ランティア交流会開催館を拡大していく。

【所管：企画運営課】

●重点取組２　図書館サービスの充実

点検項目 レファレンスサービスの充実・広報

取組の概要

　利用者に、レファレンスサービス（注）の内容をより具体的に知ってもらうこ
と、調べ物の参考としてもらうことを目的に、図書館ホームページの蔵書検
索メニューにレファレンス検索を追加した。26年度のレファレンス受付件数
は、25万8千件を達成した。（目標数値25万６千件）
　サービスの認知度を上げるため、図書館内やホームページ上でのサービ
ス案内を推進した。
　（注）図書館の資料を使って調べものや資料・情報探しの援助を行うサービス

自己評価

【評価】
　図書館ホームページの蔵書検索メニューからレファレンス事例の検索・
閲覧を可能とするなどの取組により、目標数値を達成した。
【課題】
　市民の皆様に、調査研究を支援する図書館の機能をより活用してもらう
ため、レファレンスサービスの認知度をより上げていく必要がある。

今後の方向性
　レファレンスを知らない利用者にも、サービスについて知ってもらうよう、
事例公開やサービス案内の充実に努める。

【所管：企画運営課】
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●重点取組３　横浜の歴史に関する学習の場の充実

点検項目 横浜開港資料館等と連携した博物館における歴史講座の開催

取組の概要

　市民が博物館等を積極的に利用して横浜の歴史を学ぶことができるよ
う、指定管理者と連携し、横浜開港資料館や横浜市歴史博物館等を会場
に、　「古代史講座」、「中世史講座」、「古文書解読教室」など歴史講座を
44回開催した。

自己評価

【評価】
　時代区分ごとの講座や企画展に関連した講座など、様々なテーマ設定
により、市民のニーズに応えることができた。
【課題】
　入門者向けや、関心の高い方向けなど、新たな参加者の関心を引くテー
マの検討が必要である。

今後の方向性
　27年度についても、横浜開港資料館等での横浜の歴史所蔵資料をより
身近に感じることができる講座や、学校などへ出向いての講座の検討な
ど、内容を拡充させていく。

【所管：生涯学習文化財課】

点検項目 文化財施設による学校と連携した取組

取組の概要

　児童生徒に歴史や文化をより身近に感じてもらうことを目的として、学芸
員等の専門家が学校に所蔵された地域の歴史資料の状況調査、整理を
行い、６校の学校内歴史資料室の整備を支援した。
　教科書に記載されている地元の「吉田新田」に関する研究成果や「縄文
土器」の製作実績を活用し、延べ19校の小学校への出張授業を実施し
た。
・26年度整備校(６校)
　　鉄小学校（青葉区）、中川小学校（都筑区）、釜利谷小学校（金沢区）、
　　和泉小学校（泉区）、矢向小学校（鶴見区）、上矢部小学校（戸塚区）
・吉田新田出張授業　　　　　　11校　37クラス　1240人
・学校資料室への訪問授業　　６校　608人
・縄文土器づくり出前授業　　　２校　130人

自己評価

【評価】
　校内歴史資料の調査・整理、専門家による授業や体験を通じた取組によ
り、社会科をはじめとする授業の内容充実に貢献した。
【課題】
　取組が周知され、さらに活用されることが望ましいが、学校からのニーズ
の増加に対し、十分に対応するための体制を充実させることが必要であ
る。

今後の方向性
　学校内歴史資料室の整備、出張授業を継続実施していく。さらに、教員
を対象に、展示を活用した学習法や体験学習カリキュラムの研修、「昔の
道具しらべ」などのテーマに関する研修を実施していく。

【所管：生涯学習文化財課】
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教育委員会
委員長　今田　忠彦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長職務代理委員　西川　温子
委　 員　間野　義之　　 　 　 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　 委　 員　坂本　春生
委 　員　長島  由佳 （奥山千鶴子～平成26年6月30日）　　  委員兼教育長　岡田　優子

部名等 課名等

教育施設課

指導企画課

指導主事室

学校支援・地域連携課

高校教育課

特別支援教育課

特別支援教育相談課

人権教育・児童生徒課

健康教育課

指導主事室

指導主事室

指導主事室

サービス課

地域図書館（１６館）

小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

調査資料課
中央図書館

総務部

学校（全５１１校）

学校計画課

企画運営課

教職員人事部 教職員育成課

北部学校教育事務所

教育総務課
西部学校教育事務所

教育総務課

施設部

総務課

南部学校教育事務所

教育政策推進課

教職員、臨時的任用職員・非常勤講師の人事

教職員の研修の企画及び実施

生涯学習に関する調査・研究、文化財の調査・保存等

学校の設置・廃止・統合の計画、通学区域の調整、大規模な住宅計画等の事前協
議・調整

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

学校経理総括、学校事務支援、就学援助、学校・地域連携事業の総合調整

教育総務課

教職員人事課

教職員厚生課

 平成26年度　教育委員会組織

主な業務

教育委員会議、庶務、危機管理、広聴、経理等

教職員の労務・福利厚生

教育行政施策に関する企画・総合調整、調査・統計、広報

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

東部学校教育事務所

指導部事
　
　
務
　
　
局

生涯学習文化財課

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

職員課

教育総務課

特別支援教育の企画・実施、特別支援学校の学校経営等の指導・助言

特別支援教育にかかる就学・教育相談・指導・教職員研修等

人権教育、児童生徒指導の企画・総合調整、教育相談の企画・実施

事務局職員の人事労務・福利厚生、訴訟、条例・規則等

指導主事室

全１２校

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

域内小・中学校の学校経営等の指導・助言、区役所との総合調整

市立図書館全館の総合調整、中央図書館の運営

学校施設の管理・計画推進・整備・営繕、学校用地の管理等

小・中学校教育の企画・実施、学校体育、学校評価、教育情報ネットワークの運用

教育課程の開発・編成の支援、横浜市学力・学習状況調査、教科書、学校教育に
関する調査研究

高等学校教育の企画・実施、高等学校の学校経営等の指導・助言

児童生徒の保健・安全、健康管理、学校給食の指導、給食費管理等

図書館資料の選定収集及び調査相談

庶務、経理、域内の教職員の人事・免許申請、学校事務支援、学校経理

全３４２校

全１４８校

全９校（定時制１校、併置校２校を含む。）

図書館資料の貸出・閲覧・利用相談
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平成26年度　教育委員会審議案件等一覧

（１）平成26年度教育委員会会議審議案件

番号 案件名 提出日

1 教育財産の取得申出について 4月4日

2 横浜市立学校条例の一部改正に関する意見の申出について 4月18日

3 横浜市いじめ問題専門委員会の委員の任命について 4月18日

4 不服申立てに関する教育長臨時代理について 4月18日

5 横浜市教育委員会事務局等専決規程の一部改正について 5月2日

6
横浜市立学校の管理運営に関する規則及び横浜市立高等学校通学区域
規則の一部改正について

5月2日

7 平成26年度横浜市教科書採択の基本方針の策定について 5月2日

8 横浜市教科書取扱審議会への諮問について 5月2日

9 横浜市教科書取扱審議会委員の任命について 5月2日

10 横浜市いじめ問題専門委員会委員の任命について 5月2日

11
横浜市立小学校の清掃活動中の事故に係る損害賠償額の決定に関する
意見の申出について

5月2日

12
横浜市指定天然記念物内の樹木の倒木による物損事故に係る損害賠償
額の決定に関する意見の申出について

5月19日

13 第14期横浜市文化財保護審議会委員の任命について 5月19日

14
横浜市社会教育コーナー指定管理者選定評価委員会委員の任命につい
て

5月19日

15 横浜市歴史博物館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

16 横浜市開港資料館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

17 横浜市都市発展記念館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

18 横浜ユーラシア文化館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

19 横浜市三殿台考古館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

20 横浜市少年自然の家指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

21 横浜市国際学生会館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日
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番号 案件名 提出日

22 横浜市山内図書館指定管理者選定評価委員会委員の任命について 5月19日

23 平成26年度横浜市教科書採択の基本方針について 6月6日

24
横浜市立小学校及び横浜市立中学校の通学区域並びに就学すべき学校
の指定に関する規則の一部改正について

6月20日

25 学校運営協議会を設置する学校の指定について 6月20日

26 学校運営協議会委員の任命について 6月20日

27 職員の人事について 6月20日

28 教職員の人事について 6月20日

29 横浜市少年自然の家指定管理者選定評価委員会委員の任命について 7月4日

30
横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校中高一貫教育校化に関
する基本方針について

7月18日

31
横浜市立中学校の生徒指導中の事故に係る損害賠償額の決定に関する
意見の申出について

7月18日

32・33 教職員の人事について 7月18日

34
特別支援学校及び小・中学校個別支援学級用教科書、高等学校用教科
書並びに小学校用教科書の採択について

8月1日

35 「第２期横浜市教育振興基本計画」素案について 8月22日

36 教職員の人事について 8月22日

37 横浜市学校保健審議会委員の任命について 8月22日

38 横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について 8月22日

39 「平成25年度実績 横浜市教育委員会点検・評価報告書」について 9月5日

40 学校運営協議会を設置する学校の指定について 9月19日

41 学校運営協議会委員の任命について 9月19日

42 第31期横浜市社会教育委員の委嘱について 9月19日

43 貸金返還請求事件に係る訴えの提起に関する意見の申出について 9月19日

44・45 教職員の人事について 9月19日

46 平成26年度横浜市指定文化財の指定について 10月17日
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番号 案件名 提出日

47 「第２期横浜市教育振興基本計画」に関する意見の申出について 10月17日

48 横浜市三殿台考古館条例等の一部改正に関する意見の申出について 10月17日

49 横浜市立図書館の指定管理者の指定に関する意見の申出について 10月17日

50・51 教職員の人事について 10月17日

52 職員の人事について 10月17日

53 土曜日の授業に関する方針について 11月7日

54 横浜市職員定数条例等の一部改正に関する意見の申出について 11月7日

55
横浜市常勤特別職職員の給料及び手当に関する条例等の一部改正に関
する意見の申出について

11月7日

56
横浜市教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する
条例の全部改正に関する意見の申出について

11月7日

57
横浜市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正
に関する意見の申出について

11月7日

58 「第２期横浜市教育振興基本計画」原案について 11月21日

59 教職員の人事について 11月21日

60
横浜市立中学校の生徒指導中の事故に係る損害賠償額の決定に関する
意見の申出について

12月19日

61 横浜市学校規模等適正化検討委員会臨時委員の任命について 12月19日

62・63 教職員の人事について 12月19日

64
横浜市教育委員会委員の定数に関する条例等の一部改正に関する意見
の申出について

1月9日

65
横浜サイエンスフロンティア高等学校中高一貫教育校化に関する
基本計画について

1月23日

66 平成27年度歳入歳出予算案に関する意見の申出について 1月23日

67 平成26年度歳入歳出予算案（２月補正）に関する意見の申出について 1月23日

68 平成26年度横浜市教育委員会表彰に係る被表彰者の決定について 1月23日

69 平成26年度横浜優秀教員表彰に係る被表彰者の決定について 1月23日

70 教職員の人事について 1月23日

71 横浜市教育委員会事務局等専決規程の一部改正について 2月6日
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番号 案件名 提出日

72 横浜市歴史博物館条例施行規則の一部改正について 2月6日

73 横浜市歴史博物館等指定管理者選定評価委員会委員の任命について 2月6日

74 損害賠償請求事件の訴訟上の和解に関する意見の申出について 3月6日

75 教育委員会事務局職員の人事について 3月10日

76 外部人材の活用について 3月16日

77 横浜市教育委員会会議規則等の一部改正等について 3月16日

78 博物館法施行細則の制定について 3月16日

79 横浜市教育委員会事務局事務分掌規則の一部改正について 3月16日

80 横浜市教育委員会職員の勤務時間等に関する規程の一部改正について 3月16日

81 横浜市教育委員会行政文書取扱規程の一部改正について 3月16日

82 学校運営協議会を設置する学校の指定について 3月16日

83 学校運営協議会を設置する学校の再指定について 3月16日

84 学校運営協議会委員の任命について 3月16日

85 学校運営協議会委員の任命について 3月16日

86 教職員の人事について 3月16日

87 教育委員会事務局職員の人事について 3月16日

（２）平成26年度教育委員会会議臨時代理報告

番号 案件名 提出日

1
横浜市立学校の授業料等に関する条例施行規則の一部改正に関する臨
時代理報告について

4月4日

2 教職員の人事に関する臨時代理報告について 8月22日

3 議会への意見の申出に関する臨時代理報告について 12月19日

4 市長への意見の申出に関する臨時代理報告について 3月6日
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番号 案件名 提出日

5 教職員の人事に関する臨時代理報告について 3月6日

（３）平成26年度教育委員会会議請願等審査

番号 件　　　名 審査日

1 教科書採択における採決方法に関する要望書 9月5日

2 教科書採択における採決方法等に関する要望書 9月19日

3 教科書採択における採決方法に関する要望書 10月3日

4・5 教科書採択に関する要望書 11月21日

（４）平成26年度教育委員会会議報告事項

番号 件　　　名 提出日

1 「いじめ解決一斉キャンペーン」の実施結果について 4月4日

2 横浜市教育振興基本計画の検証について 4月18日

3 平成26年度子どもの読書活動優秀実践校の受賞について 5月19日

4 「横浜市立学校教職員の業務実態に関する調査」報告書について 6月6日

5
平成27年度横浜市立南高等学校附属中学校の入学者の募集及び決定に
関する要項について

6月20日

6 平成25年度横浜市学力・学習状況調査の実施結果について 7月4日

7 イングリッシュ・デイキャンプの実施報告について 9月5日

8
第55回横浜市立中学校個別支援学級・特別支援学校　合同体育祭の開
催について

9月19日

9 横浜市小学校理科研究会協力による教室実施報告について 9月19日

10 平成26年度横浜市学校司書の募集について 10月3日

11
平成25年度「暴力行為」・「いじめ」・「不登校」の状況調査結果に
ついて

10月17日
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番号 件　　　名 提出日

12 子どもたちのネット利用に係る実態調査の結果について 10月17日

13 平成26年度横浜市立高校第三者評価結果について 10月17日

14 平成26年度実施教員採用候補者選考試験最終結果発表について 10月17日

15
「第２期横浜市教育振興基本計画」パブリックコメント実施結果につ
いて

11月7日

16 第２回横浜市いじめ問題対策連絡協議会の開催報告について 11月7日

17
「よこはま子どもピースメッセンジャー」国連本部等への派遣報告に
ついて

11月21日

18 「いじめ防止キャンペーン」の開催について 11月21日

19
横浜市立盲特別支援学校児童のヘレン・ケラー記念音楽コンクールに
おけるヘレン・ケラー賞の受賞等について

12月19日

20 「横浜らしい中学校昼食のあり方」について 12月19日

21 ヨコハマライブラリーカフェについて 1月9日

22
第57回 横浜市立小・中学校個別支援学級・特別支援学校 合同学芸
会・合同学習発表会の開催について

1月9日

23 平成27年「成人の日」を祝うつどいについて 1月23日

24 第２回横浜市児童・生徒指導中央協議会の開催報告について 1月23日

25
平成26年度横浜市立小中学校児童生徒体力・運動能力調査の概要につ
いて

2月6日

26 「授業づくりガイド」の発行について 3月6日
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平成26年度　教育委員会活動実績一覧

月
教育

委員会
会議

市会審議への出席 学校訪問 各種行事 その他

4月 2回 24日：常任委員会 高等学校：戸塚

新規採用等教職員辞
令交付式
飯田北いちょう小学校
開校式
横浜商業高等学校入
学式
戸塚高等学校入学式
全体校長会議

新任校長研修

5月 2回

13日:本会議
15日:常任委員会
16日:本会議
23日:本会議
27日:常任委員会

中学校：日限山、横浜
吉田、南瀬谷
高等学校：桜丘、戸塚

指定都市学校保健協議会

6月 2回 3日:本会議

小学校：飯田北いちょ
う、市場
中学校：新井桜坂分
校、上飯田、瀬谷、横
浜吉田
高等学校：戸塚
特別支援学校：港南
台ひの・日野中央（ス
クールミーティング）

開港記念式典

指定都市教育委員・教育長
協議会
よこはま学校経営塾
「横浜の部活動」のあり方に
関するプロジェクト

7月 2回

小学校：神大寺、西寺
尾、南吉田、富士見
台、つづきの丘
中学校：蒔田（夜間学
級）、菅田

8月 2回
中学校：南高等学校
附属
高等学校：戸塚

横浜子ども会議
横浜市教育課程研究委員
会研究協議会（全体会・専
門部会）

9月 2回

3日:本会議
9日:本会議
10日:常任委員会
18日:本会議
26日:決特総合審査

小学校：秋葉、白幡
中学校：仲尾台、寛政

山内小140周年式典
初任教員研修
個別支援学級・特別支援学
校合同体育祭
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月
教育

委員会
会議

市会審議への出席 学校訪問 各種行事 その他

10月 2回
1日:決特局別審査
21日:本会議

小学校：日枝、都筑、
笠間、文庫、阿久和
中学校：野庭、洋光台
第二

東山田中10周年式典

心の教育ふれあいコンサー
ト
神奈川県市町村教育委員
会連合会研修会

11月 2回

小学校：美しが丘、荏
田東第一
中学校：都田、日吉
台、菅田
高等学校：戸塚

鴨居小140周年式典
中川小140周年式典
汲沢小50周年式典

12月 １回
3日:本会議
17日:常任委員会
26日:本会議

小学校：幸ケ谷（スクー
ルミーティング）、師岡
中学校：十日市場

本町小110周年式典

いじめ防止キャンペーン
小学校体育実技発表会
高等学校生徒音楽会（総合
文化祭）

1月 2回 28日:本会議
小学校：岸谷
中学校：並木、潮田

賀詞交換会
「成人の日」を祝うつど
い

横浜教育実践フォーラム
個別支援学級・特別支援学
校合同学芸会・合同学習発
表会
学校保健大会
指定都市教育委員・教育長
協議会
よこはま学校経営塾

2月 １回

10日:本会議
16日:常任委員会
20日:本会議
24日:本会議

小学校：本町
中学校：浜、都田

全体校長会議

小学校児童音楽会（総合文
化祭）
全国小学校英語活動実践
研究大会
小学校マーチングバンド発
表会

3月 3回
3日：予特局別審査
11日：本会議
11日：常任委員会

高等学校：戸塚

教育委員会表彰式
卒業式（東小、常盤台
小、鶴見小、神奈川
小、釜利谷南小、日枝
小、十日市場中、瀬谷
中、鶴見中、篠原中、
南高等学校附属中）
教職員辞令交付式

世界自閉症啓発デーin横
浜

合計 23回 25回 50回 28回 24回
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横浜市教育委員会事務局 〒２３１－００１７ 横浜市中区港町１－１ 

  電話：045-671-3240（総務課） FAX：045-663-5547 




